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款  項 主   要   事   業   の   説   明 
１款 議会費 決算額      ２２６，４９１，９０４円 

１項 議会費 決算額      ２２６，４９１，９０４円 

１目 議会費 決算額      ２２６，４９１，９０４円 

１  議員報酬   

議員 26人（Ｈ21.5.28まで）、23人（Ｈ21.5.29以降） 

(1) 本会議の開催状況                     ※( )は前年度数 

会    期 
区      分 回

数 開会日～閉会日 日数 

本会議 

等日数 

本会議等 

時間数 

６月定例会 1 Ｈ21.６.９～21.７.10 32( 23) 6( 6) 20:15(24:36)

９月定例会 1 Ｈ21.９.２～21.９.30 29( 25) 5( 6) 18:02(22:53)

11月定例会 1 Ｈ21.11.24～21.12.17 24( 24) 6( 6) 16:30(17:45)

定 

例 

会 ２月定例会 1 Ｈ22.２.22～22.３.25 32( 34) 7( 7) 27:27(30:25)

臨時会 0  0(  2) 0( 2)  0:00( 0:34)

合       計 4  117(108) 24(27) 82:14(96:13)

 

(2) 議案件数                       ※( )は前年度数 

定  例  会 
区  分 

６月 ９月 11月 ２月 
臨時会 計 

予  算 3( 7) 8( 4) 10( 8) 23(26) 0( 2) 44( 47)

市長提出 6( 1) 13(11) 11( 7) 20(18) 50( 37)
条例 

議員提出 1( 1) 0( 1) 0( 2) 1(  4)

一般議案 5( 6) 4( 8) 12(16) 6( 9) 0( 1) 27( 40)

同  意 6( 2) 1( 1) 7(  3)

推  薦  

認  定 12(17)  12( 17)

予 算 0(13) 1( 0) 1( 0) 0( 1) 2( 14)

条 例 7( 4)  7(  4)承認 

その他  

諮  問 2( 0) 0( 1) 1( 0) 3(  1)

会議規則 0( 1) 1( 1)  1(  2)

意 見 書 1( 1) 2( 0) 1( 1) 1( 2) 5(  4)

決  議  

請  願 0( 1) 0( 1)  0(  2)

議員派遣 1( 1) 1( 1) 1( 1) 1( 1) 4(  4)

計 32(36) 40(45) 36(34) 55(60) 0( 4) 163(179)
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款  項 主   要   事   業   の   説   明 
 (3) 議員提出の議案 

ア 条例 

島田市議会委員会条例の一部を改正する条例について（H21.６.９原案可決） 

イ 会議規則 

島田市議会会議規則の一部を改正する規則について （H22.３.25原案可決） 

ウ 決議 

なし 

エ 意見書 

新たな過疎対策法の制定に関する意見書      （H21.７.10原案可決） 

公立病院の維持・存続に関する意見書       （H21.９.30原案可決） 

食品表示制度の抜本改正についての意見書     （H21.９.30原案可決） 

肝炎対策のための予算措置を求める意見書     （H21.12.17原案可決） 

「ヒロシマ・ナガサキ議定書」のＮＰＴ再検討会議での採択に向けた取組を求

める意見書                   （H22.３.25原案可決） 

オ その他 

特別委員会の設置について（病院運営に関する特別委員会） 

                         （H21.７.10原案可決） 

特別委員会の設置について（空港を活用したまちづくり特別委員会） 

                         （H21.７.10原案可決） 

 

 (4) 常任委員会・特別委員会等の開催状況             （単位：回） 

開催回数 
区           分 

21年度 20年度

総務消防常任委員会 12 11

民生病院教育常任委員会 9 10

常
任
委
員
会 経済建設文化常任委員会 10 10

議会運営委員会 25 36

議会だより編集等に関する特別委員会 18 10

病院運営に関する特別委員会 7

特
別
委
員
会 空港を活用したまちづくり特別委員会 3

全員協議会 7 7そ
の
他 議員連絡会 6 4
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款  項 主   要   事   業   の   説   明 
２ 議会活動費 

(1) 所管事務調査・視察調査 

委員会名 調査先及び調査項目 
期間及び 

派遣人数 

総 務消防 

常任委員会 

①茨城県古河市 

デマンド交通（乗合タクシー）について 

②宮城県仙台市 

  夢メッセみやぎについて 

H21.10.20から 

H21.10.21まで 

８人 

藤枝市 

 藤枝市立駅南図書館の建設経過及び機能について 
H21.８.４ ６人

 

民生病院教育 

常任委員会 

 

①東京都豊島区 

豊島区立中央図書館の建設経過及び機能につい

て 

②千葉県船橋市 

電子黒板の導入経緯及び活用状況について 

H21.10.20から 

H21.10.21まで 

８人 

経済建設文化 

常任委員会 

①長野県松本市 

遊休荒廃農地対策事業について 

②東京都八王子市 

  空き店舗対策事業について 

H21.10.22から 

H21.10.23まで 

７人 

  

議 会 運 営 

委 員 会 

  

①小松空港 

空港の概要について 

②富山県氷見市 

議会運営の課題と展望について 

③富山県射水市 

各常任委員会の開催時間の分離について 

議会の活性化について（ケーブルテレビ放映を

中心として） 

H22.１.21から 

H22.１.22まで 

10人 

(正副議長を含む)

議会だより編

集等に関する

特別委員会 

①茨城県取手市 

議会のインターネット放映について 

携帯電話「ひびきメール」について 

②千葉県千葉市 

議会のインターネット放映について 

H21.10.７から 

H21.10.８まで 

６人 

病院運営に関

する特別委員

会 

地域医療再生フォーラムに参加 H21.11.26 ９人

空港を活用し

たまちづくり

特別委員会 

富士山静岡空港現地視察 H21.10.28 ７人
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款  項 主   要   事   業   の   説   明 
(2) 海外出張 

派遣人数 出張先及び出張目的 期  間 

１人 

中国 浙江省湖州市、 

   安徽省屯渓・黄山・古村落 

第21次島田市湖州市訪問団に団長と

して参加 

Ｈ21.11.９から 

Ｈ21.11.13まで 

 

(3) 政務調査費（議員個人に交付）                

決算額（円） 
議員名 主 な 活 動 内 容 

21年度 20年度

大石節雄 

視察調査（視察先・内容・期間） 

①群馬県渋川市 

・地域の文化財を活かしたまちづくりについて 

・樹木のオーナー制度について 

埼玉県羽生市 

・地ビール「こぶし花ビール」について 

・交流拠点施設「キャッセ羽生」視察 

   Ｈ21.11.19～Ｈ21.11.20 

②鹿児島県霧島市 

・霧島ジオパークの取り組みについて 

熊本県阿蘇市 

・阿蘇地域通貨“Ｇｒａｓｓ(グラス)”について 

(財)阿蘇地域振興デザインセンター 

・阿蘇ジオパークの取り組みについて 

長崎県雲仙市 

・島原半島ジオパークの取り組みについて 

・観光物産まちづくり推進本部ついて 

Ｈ22.２.２～Ｈ22.２.４ 

128,352 200,000

小澤嘉曜 

視察調査（視察先・内容・期間） 

熊本県天草市 

・天草地域産業・雇用創出協議会での取り組みについ

て 

 福岡県大牟田市 

・近代化遺産保存活用基金について 

 ㈱寺田製作所八女営業所 

・八女地区県営農地開発パイロット事業について 

 九州茶業振興大会 

・茶消費・販路の取り組みについて 

   Ｈ21.11.18～Ｈ21.11.20 

82,198 186,430

４月分 

資料購入 
16,595

河原崎聖 ５月～３月分 

調査研究報告紙印刷 

資料購入 

 

183,326

200,000
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款  項 主   要   事   業   の   説   明 
 

紅林貢 

視察調査（視察先・内容・期間）、研究研修（内容・期

間） 

①富山県氷見市 

・氷見市民病院の運営について 

・まちづくり出前講座について 

石川県小松市 

・駅前周辺整備事業について 

・空港を生かしたまちづくりについて 

小松空港 

・空港運営について 

   Ｈ21.７.27～Ｈ21.７.28 

②地方議員のための政策法務 

   Ｈ22.２.16 

京都府福知山市 

・市立福知山市民病院の経営について 

  Ｈ22.２.17 

183,326 186,226

坂下修 

視察調査（視察先・内容・期間）、研究研修（内容・期

間） 

①富山県氷見市 

・氷見市民病院の運営について 

・まちづくり出前講座について 

石川県小松市 

・駅前周辺整備事業について 

・空港を生かしたまちづくりについて 

小松空港 

・空港運営について 

   Ｈ21.７.27～Ｈ21.７.28 

②地方議員のための政策法務 

   Ｈ22.２.16 

京都府福知山市 

・市立福知山市民病院の経営について 

  Ｈ22.２.17 

127,390 122,720

桜井洋子 

研究研修（内容・期間） 

①第７回市町村議会議員研修会 

Ｈ21.10.27～Ｈ21.10.28 

②第９回市町村議会議員研修会 

Ｈ22.２.１～Ｈ22.２.２ 

 

183,326 194,700
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款  項 主   要   事   業   の   説   明 
 

佐野義晴 

視察調査（視察先・内容・期間）、研究研修（内容・期

間） 

①富山県氷見市 

・氷見市民病院の運営について 

・まちづくり出前講座について 

石川県小松市 

・駅前周辺整備事業について 

・空港を生かしたまちづくりについて 

小松空港 

・空港運営について 

   Ｈ21.７.27～Ｈ21.７.28 

②地方議員のための政策法務 

   Ｈ22.２.16 

京都府福知山市 

・市立福知山市民病院の経営について 

  Ｈ22.２.17 

183,326 182,186

清水唯史 

視察調査（視察先・内容・期間） 

熊本県天草市 

・天草地域産業・雇用創出協議会での取り組みについ

て 

 福岡県大牟田市 

・近代化遺産保存活用基金について 

 ㈱寺田製作所八女営業所 

・八女地区県営農地開発パイロット事業について 

 九州茶業振興大会 

・茶消費・販路の取り組みについて 

   Ｈ21.11.18～Ｈ21.11.20 

163,864 ― 

杉村要星 政務調査費の使用なし 0 78,870

曽根嘉明 

視察調査（視察先・内容・期間） 

①熊本空港ビルディング 

・熊本空港ビルディングの運営について 

熊本県八代市 

・ファミリー・サポート・センターについて 

・病後児預かり「キッズルーム」について 

・企業優遇制度について 

熊本県水俣市 

・給食だよりについて 

鹿児島県南九州市 

・知覧地区の観光資源を利用した活性化対策について 

Ｈ21.８.５～Ｈ21.８.７ 

②沖縄県北中城村 

・地域と連帯する学校給食の取り組みについて 

沖縄・奄美スローフード協会 

・地産地消の取り組みについて 

沖縄県中城村 

・文化財案内人育成講座の取り組みについて 

・中城ジュニアオーケストラの取り組みについて 

   Ｈ22.２.16～Ｈ22.２.18 

 

183,326 200,000
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款  項 主   要   事   業   の   説   明 
 

冨澤保宏 

視察調査（視察先・内容・期間） 

 群馬県渋川市 

・地域の文化財を活かしたまちづくりについて 

・樹木のオーナー制度について 

埼玉県羽生市 

・地ビール「こぶし花ビール」について 

・交流拠点施設「キャッセ羽生」視察 

   Ｈ21.11.19～Ｈ21.11.20 

182,806 200,000

仲田裕子 

視察調査（視察先・内容・期間） 

 群馬県渋川市 

・地域の文化財を活かしたまちづくりについて 

・樹木のオーナー制度について 

埼玉県羽生市 

・地ビール「こぶし花ビール」について 

・交流拠点施設「キャッセ羽生」視察 

   Ｈ21.11.19～Ｈ21.11.20 

160,459 200,000

中野浩二 

視察調査（視察先・内容・期間） 

①熊本空港ビルディング 

・熊本空港ビルディングの運営について 

熊本県八代市 

・ファミリー・サポート・センターについて 

・病後児預かり「キッズルーム」について 

・企業優遇制度について 

熊本県水俣市 

・給食だよりについて 

鹿児島県南九州市 

・知覧地区の観光資源を利用した活性化対策について 

Ｈ21.８.５～Ｈ21.８.７ 

②沖縄県北中城村 

・地域と連帯する学校給食の取り組みについて 

沖縄・奄美スローフード協会 

・地産地消の取り組みについて 

沖縄県中城村 

・文化財案内人育成講座の取り組みについて 

・中城ジュニアオーケストラの取り組みについて 

   Ｈ22.２.16～Ｈ22.２.18 

183,326 105,740

橋本清 

視察調査（視察先・内容・期間） 

 群馬県渋川市 

・地域の文化財を活かしたまちづくりについて 

・樹木のオーナー制度について 

埼玉県羽生市 

・地ビール「こぶし花ビール」について 

・交流拠点施設「キャッセ羽生」視察 

Ｈ21.11.19～Ｈ21.11.20 

 

183,061 199,799
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款  項 主   要   事   業   の   説   明 
 

原木忍 

研究研修（内容・期間） 

①市民と議員の条例づくり交流会議2009 

Ｈ21.７.25～Ｈ21.７.26 

②第５回地域医療政策セミナー 

   Ｈ21.10.28 

104,129 200,000

平松吉祝 

視察調査（視察先・内容・期間） 

 熊本空港ビルディング 

・熊本空港ビルディングの運営について 

熊本県八代市 

・ファミリー・サポート・センターについて 

・病後児預かり「キッズルーム」について 

・企業優遇制度について 

熊本県水俣市 

・給食だよりについて 

鹿児島県南九州市 

・知覧地区の観光資源を利用した活性化対策について 

Ｈ21.８.５～Ｈ21.８.７ 

104,600 131,120

福田正男 

視察調査（視察先・内容・期間）、研究研修（内容・期

間） 

①富山県氷見市 

・氷見市民病院の運営について 

・まちづくり出前講座について 

石川県小松市 

・駅前周辺整備事業について 

・空港を生かしたまちづくりについて 

小松空港 

・空港運営について 

   Ｈ21.７.27～Ｈ21.７.28 

②地方議員のための政策法務 

   Ｈ22.２.16 

京都府福知山市 

・市立福知山市民病院の経営について 

  Ｈ22.２.17 

171,165 199,979

藤本善男 

視察調査（視察先・内容・期間） 

熊本県天草市 

・天草地域産業・雇用創出協議会での取り組みについ

て 

 福岡県大牟田市 

・近代化遺産保存活用基金について 

 ㈱寺田製作所八女営業所 

・八女地区県営農地開発パイロット事業について 

 九州茶業振興大会 

・茶消費・販路の取り組みについて 

   Ｈ21.11.18～Ｈ21.11.20 

 

183,326 ― 
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款  項 主   要   事   業   の   説   明 
 

星野哲也 

視察調査（視察先・内容・期間） 

①富山県氷見市 

・氷見市民病院の運営について 

・まちづくり出前講座について 

石川県小松市 

・駅前周辺整備事業について 

・空港を生かしたまちづくりについて 

小松空港 

・空港運営について 

   Ｈ21.７.27～Ｈ21.７.28 

②熊本県天草市 

・天草地域産業・雇用創出協議会での取り組みについ

て 

 福岡県大牟田市 

・近代化遺産保存活用基金について 

 ㈱寺田製作所八女営業所 

・八女地区県営農地開発パイロット事業について 

 九州茶業振興大会 

・茶消費・販路の取り組みについて 

   Ｈ21.11.18～Ｈ21.11.20 

181,856 ― 

松本敏 

研究研修（内容・期間） 

①第７回市町村議会議員研修会 

Ｈ21.10.27～Ｈ21.10.28 

②第９回市町村議会議員研修会 

Ｈ22.２.１～Ｈ22.２.２ 

183,326 181,620

溝下一夫 

視察調査（視察先・内容・期間） 

①群馬県渋川市 

・地域の文化財を活かしたまちづくりについて 

・樹木のオーナー制度について 

埼玉県羽生市 

・地ビール「こぶし花ビール」について 

・交流拠点施設「キャッセ羽生」視察 

   Ｈ21.11.19～Ｈ21.11.20 

②鹿児島県霧島市 

・霧島ジオパークの取り組みについて 

熊本県阿蘇市 

・阿蘇地域通貨“Ｇｒａｓｓ(グラス)”について 

(財)阿蘇地域振興デザインセンター 

・阿蘇ジオパークの取り組みについて 

長崎県雲仙市 

・島原半島ジオパークの取り組みについて 

・観光物産まちづくり推進本部ついて 

Ｈ22.２.２～Ｈ22.２.４ 

126,902 200,000
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款  項 主   要   事   業   の   説   明 
 

村田千鶴子 

視察調査（視察先・内容・期間） 

 熊本空港ビルディング 

・熊本空港ビルディングの運営について 

熊本県八代市 

・ファミリー・サポート・センターについて 

・病後児預かり「キッズルーム」について 

・企業優遇制度について 

熊本県水俣市 

・給食だよりについて 

鹿児島県南九州市 

・知覧地区の観光資源を利用した活性化対策について 

Ｈ21.８.５～Ｈ21.８.７ 

177,473 157,370

八木伸雄 

視察調査（視察先・内容・期間） 

熊本県天草市 

・天草地域産業・雇用創出協議会での取り組みについ

て 

 福岡県大牟田市 

・近代化遺産保存活用基金について 

 ㈱寺田製作所八女営業所 

・八女地区県営農地開発パイロット事業について 

 九州茶業振興大会 

・茶消費・販路の取り組みについて 

   Ｈ21.11.18～Ｈ21.11.20 

151,441 ― 

 

         ３ 議会事務費 

(1) 議会広報発行 

ア  発行内容 

号 内 容 発行 ページ数 

18 

19 

20 

21 

22 

２月定例会 

臨時号 

６月定例会 

９月定例会 

11月定例会 

５月 

７月 

８月 

10月 

２月 

22 

4 

18 

18 

18 

イ  発行部数   33,050部 

ウ  印刷単価   １ページあたり0.82円 

エ  印 刷 所   共立印刷㈱ 

 



 
 
 

２款 
 
総 務 費 

 

 

１項 総務管理費 

２項 徴税費 

３項 戸籍住民基本台帳費 

４項 選挙費 

５項 統計調査費 

６項 監査委員費 

７項 交通安全対策費 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２款 総務費   決算額    ５，８５６，３５１，８０４円 

１項 総務管理費 決算額    ４，７４１，８４６，８３５円 

  １目 一 般 決算額    ２，１０８，６８６，２８１円 

管理費 １ 委員報酬 

(1) 固定資産評価審査委員会委員 ６人 

平成21年度は審査の申出が１件あり、委員会を３回開催した。また平成22年２月議

会において、任期満了となる委員２人のうち、１人について選任の同意を得た。 

 開催日 内  容 

第１回 ６月 18 日 

委員長の選挙及び委員長職務代理者の指定 

審査申出書の形式審理→受理。審査長、審査員の決定。実質

審理：審査方法→書面審理、弁明書の提出を求める。 

第２回 ７月 ６日 弁明書の審査 

第３回 ７月 28 日 申出事項の実質審理。口頭による意見陳述。棄却 

 

２ 職員給与費 

現下の厳しい財政状況下、人件費の抑制は重要な課題である。本年度においては、

業務の増減を踏まえ、より効率的に事務事業を進めることができるよう人員の配置を

行った。 

平成21年度の企業会計を除く新規採用者は、９人であった。一方、平成21年度中の

退職者は44人（学校教育課長を除く。）で、うち定年退職者は26人、勧奨退職者は10

人、普通退職者は８人であった。 

 手当の適正な支給を図るため、医師を除く職員の地域手当を廃止した。 

(1) 職員数及び任免の状況 

ア 職員数            括弧内は定数外職員：外書き （単位：人） 

21年度 20年度 
区  分 

当 初 年度末 当 初 年度末 
職員定数

 市長の事務部局 
(1)

1,256

(1)

1,254

(1) 

1,289 

(1)

1,261 
1,459

病院 656 655 663 643 716内 

訳 その他 600 599 626 618 743

 議会の事務部局 6 6 6 6 10

 選挙管理委員会の事務部局 2 2 2 2 3

 監査委員の事務部局 5 5 5 5 5

 農業委員会の事務部局 4 4 5 5 9

 教育委員会の事務部局 113 112 113 118 198

 消防本部 129 129 130 130 131

合      計 
(1)

1,515

(1)

1,512

(1) 

1,550 

(1)

1,527 1,815
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
イ 任免等（21年度中の任免等の状況）             (単位：人) 

区  分 当初採用 中途採用等 退 職 分 限 懲 戒 

市長の事務部局 49 24 72 9 18

病院 40 24 50 6 10内 

訳 その他 9 0 22 3 8

 市長の事務部局以外 0 0 23 4 3

教育委員会の事務部局 0 0 9 4 2

消防本部 0 0 10 0 1
内 

訳 
その他 0 0 4 0 0

合    計 49 24 95 13 21

 （採用退職に学校教育課長及び指導主事を含まない｡) 

 

(2) 21年度の採用試験の状況 

ア 一般事務等                        （単位：人） 

応募者 合格者 採用者 
区分 募集人数

総数 男性 女性 総数 男性 女性 総数 男性 女性

一般事務大卒 

（７/26試験） 
若干名 120 82 38 8 4 4 8 4 4

一般事務短大卒 

（９/20試験） 
若干名 11 6 5 0 0 0 0 0 0

一般事務高校卒 

（９/20試験） 
若干名 14 6 8 3 0 3 3 0 3

臨床心理士 

（７/26試験） 
若干名 6 3 3 1 0 1 1 0 1

土木技術大卒 

（７/26試験） 
若干名 4 4 0 1 1 0 0 0 0

栄養士 

（９/20試験） 
若干名 20 1 19 1 0 1 1 0 1

消防士大卒 

（７/26試験） 
若干名 8 8 0 0 0 0 1 1 0

消防士短大卒 

（９/20試験） 
若干名 3 2 1 0 0 0 1 0 1

消防士高校卒 

（９/20試験） 
若干名 11 11 0 1 1 0 1 1 0

消防士大卒 

（11/８試験） 
10人程度 29 29 0 6 6 0 6 6 0

 

 

 



 

 - 40 -

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

消防士短大卒 

（11/８試験） 
24 21 3 0 0 0 0 0 0

消防士高校卒 

（11/８試験） 

 

20 20 0 3 3 0 3 3 0

 

イ 市民病院職員                       （単位：人） 

応募者 合格者 採用者 
区分 募集人数

総数 男性 女性 総数 男性 女性 総数 男性 女性

病院一般事務 

（７/26試験） 
若干名 13 7 6 2 1 1 2 1 1

看護師・助産師 

（７/26試験） 
32 5 27 31 5 26 25 4 21

看護師・助産師 

（10/20試験） 
2 1 1 2 1 1 2 1 1

看護師・助産師 

（12/９試験） 

50 

1 0 1 1 0 1 0 0 0

臨床検査技師 

（７/26試験） 
若干名 8 3 5 1 0 1 1 0 1

臨床工学技士 

（７/26試験） 
若干名 3 3 0 1 1 0 1 1 0

作業療法士 

（11/８試験） 
若干名 5 4 1 1 1 0 1 1 0

看護学校専任教員 

（７/26試験） 
若干名 1 0 1 1 0 1 1 0 1

看護学校専任教員 

（12/６試験） 
若干名 3 0 3 1 0 1 1 0 1

 

(3) 給与 

職別平均基本給（行政職給料表適用者（企業職、消防職含む｡)） 

                      平成22年３月末実績 

 

職 別 

 

 

人 員 

（人）

平 均

年 齢

（歳）

平均勤続

年数

（年）

平  均

給料月額

a（円）

平  均 

扶養手当 

b（円）

合  計 

a+b 

（円）

部長級 10 59 33 451,976 15,000 466,976 

課長級 58 57 32 434,692 13,198 447,890 

課長補佐級 66 55 33 409,299 14,598 423,897 

係長級 87 52 30 383,502 18,862 402,364 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

主査級 411 46 24 349,550 11,766 361,316 

主事級 240 37 12 273,477 9,054 282,531 

書記級 39 30 5 200,392 3,167 203,559 

事務員級 7 26 1 182,629 5,286 187,915 

合 計 918 45 22 336,060 11,644 347,704 

（医療職給料表適用者を除く｡) 

 

(4) 退職手当支給状況（退職者95人のうち、退職手当を支給した90人の内訳） 

                      括弧内は企業会計以外の状況 

区 分 
人員 

（人）
退職手当総額(円)

平均在職

年数 

（年）

退職時平均給料

月 額 （円）

普通・死亡 

退職 

(8)

48

(49,636,469)

180,353,532

(21)

11 

(277,900) 

317,842 

定年退職 
(26)

32

(689,975,959)

847,885,898

(39)

39 

(425,315) 

426,544 

勧奨退職 
(10)

10

(250,698,832)

250,698,832

(38)

38 

(393,870) 

393,870 

計 
(44)

90

(990,311,260)

1,278,938,262

(36)

25 

(391,366) 

364,939 

 

《参考》ラスパイレス指数の推移 

 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

島田市分 95.1 95.1 96.8 96.6 97.4 

旧金谷町分 90.5 － － － － 

旧川根町分 90.2 91.0 92.0 － － 

 
３ 総務事務費 

(1) 訴訟事務弁護士経費 

平成17年度から継続している事件１件について、控訴審判決に対する上告をする

ために必要な経費を支出した。 

 市が被告となったもの（弁護士経費支出額 315,000円）     （単位：件） 

  

年度 
件

数 確定 

(和解)
継続

概要 

17 1 0 1 【継続】損害賠償請求権等行使請求事件 

（廃プラスチック業務委託事件）

(1) 訴状提出 平成17年６月24日 

(2) 経過 平成21年９月16日付けで市が上告状兼上

告受理申立書を最高裁判所に提出 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

(2) 顧問弁護士経費（顧問弁護士報償金支出額 480,000円） 

  顧問弁護士への相談実績                   （単位：件） 

年度 件数 担当課 相談事項 

21 23 企画課ほか13課 定額給付金の給付申請に係る相談 ほか 

20 29 管財課ほか14課 
貸付けをしている市有地の返還に係る相

談 ほか 

 

(3) 文書配布手数料 

広報等の文書配布の実施単位としての自治会又は町内会へ１世帯当たり700円、

総額22,897,700円を交付した。（平成20年度 22,691,900円） 

 

(4) 文書使送業務委託 

市内138か所への広報紙等の文書の使送業務を委託、月２回、年間24回実施した。

島田79か所、金谷36か所、川根23か所（平成20年度 144か所） 

 委託先  西濃運輸株式会社 藤枝支店 

 委託金額 2,816,856円（平成20年度 2,095,632円） 

平成21年度使送文書配布状況                      （単位：部） 

回 

自 治 推

進 委 員

文書 

組回覧

文書 

各戸配

布文書
計 回

自 治 推

進 委 員

文書 

組回覧 

文書 

各戸配布

文書 
計 

1 1 1 5 7 13 2 1 4 7

2 1 2 8 11 14 1 4 5 10

3 1 3 4 8 15 2 2 3 7

4 1 1 3 5 16 2 2 2 6

5 2 3 3 8 17 1 4 4 9

6 2 4 3 9 18 1 3 4 8

7 3 3 5 11 19 2 1 5 8

8 3 4 3 10 20 1 2 5 8

9 2 4 4 10 21 1 3 3 7

10 1 3 2 6 22 2 3 4 9

11 2 3 3 8 23 3 2 5 10

12 2 4 3 9 24 2 2 3 7

計 21 35 46 102 計 20 29 47 96

総 計 41 64 93 198

（平成20年度） 40 68 97 205
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
４ 人事管理費 

(1) 職員研修事業 

習得した知識やスキルを職場で活かすことを目的に、職員自らが講師となり、基

本的実務の習得を目的として、庁内実務講座を実施した。 

※括弧内の数字は受講者数 

ア 自主研修 

職員自主研修（先進都市調査研究活動）海外派遣(2) 国内視察(2)  

通信教育(2) 

 

イ 職場実務研修 

庁内実務講座・10テーマ(352)  

 

ウ 階層別研修 

新採職員(58) 主事級(24) 主査級(25) 係長級(10) 課長補佐級(8) 

 

エ 特別研修（専門的・実務的知識、技能習得のための研修） 

勤務評定者研修(17) 女性職員キャリアアップ研修(10) 経営シミュレーシ

ョン研修(10) 民法講座(10) リスクマネジメント研修(25) クレーム対応

研修(20) 行政法講座(10) 政策法務研修(10) 政策形成研修(10) 技能労

務職研修（10）監督者コーチング研修(7) 日赤救急法講習会(18) 職員交通

安全講習会(1,668) セクハラ・パワハラ相談担当者セミナー(11) 

 

オ 派遣研修 

自治大学校(2) 市町村アカデミー(12)  

県自治研修所(60) 三市人事交流(2) 静岡県・市人事交流(2)  

 

(2) 公務災害及び通勤災害 

職員の災害認定件数は、公務災害12件（前年度15件）、通勤災害３件（前年度２

件）で、地方公務員災害補償法に基づき療養補償等を行った。 

認定状況             （単位：件） 

区  分 公務災害 通勤災害 計 

市民病院 7 2 9

総務部 0 1 1

環境経済部 2 0 2

教育部 3 0 3

計 12 3 15

 

(3) 人事管理システム維持管理経費 

人事管理システムは、人事、給与等の情報を一元的に管理し、総合的に活用する



 

 - 44 -

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
ためのコンピューターシステムである。このシステムは、毎月の職員給与計算をは

じめ臨時職員・嘱託員の賃金報酬計算、定期人事異動、各種統計資料作成や人件費

に関する予算管理などに活用した。 

 

５ 表彰費 

平成21年10月29日に島田市表彰条例に基づく表彰式を開催し、地方自治、体育、産

業、社会福祉、保健衛生、消防、善行の各分野において功労のあった20人へ功労表彰

を授与した。 

また、平成22年１月21日には叙勲受章祝賀会を開催し、平成21年に叙勲を受章した

７人の栄誉をたたえた。 

(1) 市表彰状況 

  功労表彰 

功 労 受章者数 主 要 経 歴 

地方自治 １人 市議会議員 

体  育 １人 体育指導委員 

産  業 ３人 商工会役員 

社会福祉 ７人 民生委員・児童委員、保護司 

保健衛生 １人 市民病院医師 

消  防 ５人 消防団員 

善  行 ２人 環境美化活動 

合 計 20人  

 

(2) 叙勲受章状況(死亡叙勲は除く） 

区 分 勲 章 功 労 受章者数 主要経歴 

瑞宝小綬章 裁判所事務 １人 地方裁判所民事主席書記官 

旭日双光章 地方自治 １人 市議会議員･市助役 春の叙勲 

瑞宝単光章 郵政業務 １人 郵政事務官 

危険業務従

事者叙勲 
瑞宝双光章 防  衛 １人 航空自衛隊員 

瑞宝双光章 教  育 ２人 公立小・中学校校長 
高齢者叙勲 

旭日単光章 地方自治 １人 町議会議員 

合   計 ７人  

 

６ 自治推進委員費 

 市政を民主的かつ円滑に運営し、併せて市政に対する市民の理解と協力を得るため

市内68自治会から推薦された68人を自治推進委員として委嘱し、連絡会議を年６回開

催した。 

 



 

 - 45 -

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
自治推進委員連絡会議実施状況 

 開催日 内      容 

第
１
回 

Ｈ21.４.17 

１.退任功労者への感謝状と記念品の贈呈 

２.委嘱状交付 

３.特別職及び部課長の紹介 

４.市長あいさつ・市政報告 

５.連絡事項 

・自治推進委員の仕事について 

・自治会、町内会に係る補助制度の概要について 

・自治会支援事業費補助金について 

・定額給付金の受付状況について 

・島田市まちづくり支援事業交付金について 

・選挙管理委員会からのお知らせ 

・地域防犯パトロール活動事業補助金について 

・六合行政サービスセンターの開設等について 

・平成21年度日本赤十字社社員及び社資の募集について 

・緑の募金運動について 

・第24回国民文化祭静岡2009の開催について 

・島田市洪水ハザードマップについて 

・生垣づくり補助金制度について 

・ブロック塀の撤去費用に対する補助金制度について 

・雨水浸透ます設置費の補助金制度について 

・島田バラフェスタ（春）について 

・道路、水路等に関する要望書の提出方法について 

・博物館の展示スケジュールについて 

第
２
回 

Ｈ21.７.３ 

１.市長あいさつ・市政報告 

２.連絡事項 

・平成21年度島田市表彰候補者の調査について 

 ・「男女共同参画の日」記念事業の実施について 

 ・当日投票所における投票立会人の二人制について 

 ・平成21年度島田市地域敬老会開催費用助成事業について 

 ・第１回しまだ大井川マラソンｉｎリバティ開催への協力について

３.事前質疑の応答 

・野良猫やカラスの被害について 

・田んぼ等での雑草焼却について 
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第
３
回 

Ｈ21.８.25 

１.市長あいさつ・市政報告 

２.連絡事項 

・８月11日の地震の被害状況について 

・平成21年度敬老祝品について 

・無料耐震診断について 

３.事前質疑の応答 

・駿河湾地震の対応及び大雨への対策について 

第
４
回 

 

 

 

 

Ｈ21.10.16 

 

 

 

 

１.連絡事項 

・市表彰候補者推薦のお礼と表彰式の開催について 

・地域情報の提供について 

・行政情報受信ラジオの無償配布について 

・集落座談会の実施について 

・男女出会いの場創造事業の実施について 

・台風18号被害について 

・新型インフルエンザへの対応について 

・富士山静岡空港開港記念第１回しまだ大井川マラソンｉｎリバテ

ィの開催について 

・平成22年島田市成人式実施要領について 

・住宅用火災報知機設置アンケート調査結果について 

・市議会報告と市民との意見交換会の開催について 

・和文化全国大会について 
 

第
５
回 

Ｈ21.12.10 

１.市長あいさつ・市政報告 

２.連絡事項 

・平成21年度自治推進委員報酬について 

・集落座談会における課題・要望について 

・平成22年国勢調査について 

・平成21年度文書配布手数料の振込みについて 

・消防出初式について 

・交通死亡事故多発警報の発令について 

・次期民生委員・児童委員候補者の推薦について 

・新型インフルエンザ対策について 

・禁煙啓発カレンダー等の掲示について 

・年末年始におけるごみの収集・持込受付について 

・第1回しまだ大井川マラソンｉｎリバティについて（お礼）及び

 みんなで走ろう！元日マラソンの開催について 

・青少年育成補導委員の推薦について 

３.事前質疑の応答 

・心肺蘇生器（ＡＥＤ）の設置について 

・国の補正予算一部執行停止による市の事務事業の影響について 
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第
６
回 

Ｈ22.２.24 

１.市長あいさつ・市政報告 

２.連絡事項 

・平成21年度自治推進委員報酬の振込みについて 

・平成22年度自治推進委員連絡会議開催日程について 

・平成22年度委員等の推薦書の提出について 

・平成22年度文書配布先・配布数の調べについて 

・平成22年度広報紙等の使送計画について 

・「未来へつなぐ、地域づくり2010」の開催について 

・年度末の窓口業務について 

・災害時要援護者台帳の登録作業について 

・市民福祉意識調査への協力依頼について 

・平成22年度市内一斉環境美化活動（河川等清掃活動）について 

・平成22年度日本赤十字社社員及び社資の募集について 

・平成22年島田市成人式出席状況について 

          

７ 都市提携事業 

(1) アメリカ合衆国カリフォルニア州リッチモンド市 

昭和36年12月に姉妹都市提携を締結して以来、島田市都市提携友好協会が毎年、

親善使節などの派遣や受入れを行っている。 

期 間 行 事 名 内  容 

Ｈ21.７.10～ 

    ８.６ 

リッチモンド市友好

親善使節受入れ 

高校生４人と引率教師１人の５人がホームステ

イをしながら小･中学校及び企業の訪問、英会話

教室の開催や交流イベントに参加し、市民との

交流を深めた。 

Ｈ21.８.６～ 

   ８.15 

島田市学生親善使節

派遣（夏季） 

中学生３人･高校生２人と引率教師１人の６人

がホームステイをしながら学校訪問や交流イベ

ントに参加し、リッチモンド市民との交流を深

めた。 

Ｈ22.３.20～ 

   ３.30 

島田市学生親善使節

派遣（春季） 

中学生４人･高校生１人と引率教師１人の６人

がホームステイをしながら学校訪問や交流イベ

ントに参加し、リッチモンド市民との交流を深

めた。 

また、島田市都市提携友好協会へ運営費補助として200千円の補助金を交付  

し、協会は自主事業として通訳アシスタント講座、英会話教室、英語スピーチコ

ンテストなどを実施した。 

 

(2) 中国浙江省湖州市 

昭和62年５月に友好提携して以来、島田市日中友好協会が友好訪問団の派遣や受
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
入れを行っている。 

期 間 行 事 名 内  容 

Ｈ21.11.９～ 

   11.13 

第21次島田市友好

訪中団派遣 

冨澤保宏市議会議長を団長とする団員27人を湖

州市に派遣し、市内公共施設等を視察後、友好

懇談会、歓迎会等へ出席し交流を深めた。 

Ｈ21.11.24～ 

   11.25 

湖州市友好訪日団

受入れ 

呉水霖団長ほか６人が来島し、ＦＭ島田に出演

のほか、市内公共施設を視察、協会主催の歓迎

会へ参加し、市民との交流を深めた。 

Ｈ22.２.14 
中国の方々との交

流会 

市内企業勤務者・市内在住の中国の方41人と市

民63人が参加し、ふじの国親善大使２人を招き

ゲームや懇談などで交流を深めた。 

また、島田市日中友好協会へ運営費補助として110千円の補助金を交付し、協会

は自主事業として中国語講座・中国料理講座・中国歌講座を実施した。 

 

(3) スイス連邦ベルン州ブリエンツ町 

昭和52年12月の大井川鐵道とスイスのロートホルン鉄道との姉妹鉄道締結を契

機に、平成８年８月に旧金谷町とブリエンツ町が姉妹都市宣言、平成18年８月に島

田市として改めて姉妹都市提携を締結した。 

   交流の母体である島田市国際フレンドシップ協会へ、運営費補助として61千円の

補助金を交付し、協会は自主事業としてスイスデーやフレンドシップパーティーの

開催、文化産業祭への参加などを行った。 

 

 (4) アメリカ合衆国コネチカット州ハートフォード市 

平成６年、ハートフォード市長と旧川根町長の間で、メッセージや記念品の交換

を行ったことがきっかけとなり、交流が始まり、友好訪問団の派遣や受入れを行っ

ている。 

期 間 行 事 名 内  容 

Ｈ22.３.25～ 

   ３.31 

ハートフォード市へ

の中学生の派遣 

中学生２人と引率者１人がハートフォード市

を訪問し、学校訪問や公共施設を視察し、ホー

ムステイを通じて、市民との交流を行った。 

交流の母体である、川根・ハートフォード友好交流協会に対して運営費補助として

53千円を交付し、協会は自主事業としてゴスペルワークショップなどを実施した。 

 

８ 契約検査事務費 

(1) 入札参加資格審査申請受付(平成 22 年３月 31 日現在）(単位：者) 

区 分 建設工事等登録業者数 物品購入登録業者数 

市 内 172 286 

市 外 1,170 988 

計 1,342 1,274 
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(2) 契約業務 

市の入札事務の簡素・効率化を図るため建設工事等の入札執行事務を集中管理し

て実施した。 

ア 建設工事等の入札執行状況                    （単位：件） 

区 分 21 年度  （内訳） 20 年度  （内訳） 増 減 

建設工事 190

（制限付  1）

（格付 63）

（指名 95）

（随契 21）

（不調 10）

178

（制限付  5） 

（格付 60） 

（指名 87） 

（随契 13） 

（不調 13） 

12

業務委託 62

（指名 51）

（随契  8）

（不調  3）

24

（指名 17） 

（随契  6） 

(不調  1） 

38

合 計 252 ― 202 ― 50

※平成 21 年度は建設工事130万円以上、工事に係る業務委託 50 万円以上対象 

※平成 20 年度は建設工事 300 万円以上、工事に係る業務委託 200 万円以上対象 

※表中、「制限付」は「制限付一般競争入札」、「格付」は「格付公募型一般競

争入札」、「指名」は「指名競争入札」、「随契」は「随意契約」の略である。 

 

イ 物品購入等の入札執行状況                 （単位：件） 

区 分 21 年度  （内訳） 20 年度  （内訳） 増 減 

備品・消耗品 99 

（指名 74） 

（随契  8） 

（単価  8） 

（不調  9） 

147 

（指名 56） 

（随契 66） 

（単価  8） 

（不調 17） 

△48 

印 刷 物 3 

（指名  2） 

（単価  1） 

（不調  0） 

25 

（指名  2） 

（随契 19） 

（単価  2） 

（不調  2） 

△22 

合    計 102 ― 172 ― △70 

※平成 21 年度は 80 万円以上、平成 20 年度は 30 万円以上対象 

   ※表中、「単価」は「単価契約」の略である。 

 

(3) 電子入札業務 

静岡県と市町が共同利用する電子入札システムを平成 20 年 9 月から導入した。 

平成 21 年 10 月から全面実施に向けての整備を行った。 

電子入札実施状況及び利用負担金  

年度 建設工事（件） 業務委託（件） 計(件) 利用負担金（円）

21 184 58 242  1,847,000 

20 21 8 29 3,751,000 

※平成 21 年度は建設工事130万円以上、工事に係る業務委託 50 万円以上対象 
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※平成 20 年度は建設工事 1,500 万円以上、工事に係る業務委託 200 万円以上対象 

 

(4) 検査業務 

市が発注した建設事業に係る契約についてその適正な履行を確認するため、建設

工事執行規則に基づく１件100万円以上の工事と、業務委託検査規程に基づく１件

200万円以上の建設工事に係る業務委託を対象として検査を執行した。 

建設事業連絡会議、工事担当職員や建設業者を対象とした技術研修会の開催、現

場パトロール等により、施工管理や品質管理が徐々にではあるが改善されている。 

また、完成期日については、全ての工事で年度内完成することができた。 

ア 工事検査執行件数等 

   完 成 検 査 

工  種 
件 数 請負代金額 (円)

 中 間

 検 査

（件）

 材 料 

 検 査 

  （件）

 既済部 

 分検査 

  （件）

 材料製

 造検査

  （件）

土木工事 81 804,424,190 32 8 4 0

建築一式 13 955,489,500 12 7 4 0

電気 6 112,231,350 6 0 0 0

塗装 3 5,257,350 1 0 0 0

機械 6 33,775,350 1 1 0 0

舗装 28 265,464,150 30 0 0 0

解体 10 107,819,250 1 0 0 0

管工 14 277,814,250 6 3 1 0

水道 29 245,682,150 29 1 0 0

その他 17 121,847,250 2 0 2 0

計 207 2,929,804,790 120 20 11 0

20 年度 235 4,513,252,333 158 51 12 0

 

イ 工事成績 

工事成績のランク別件数 
年度 平均点 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 評価無 合計 

21 77.2 2 81 110 4 0 10 207

20 78.2 6 82 122 13 0 12 235

※100～85点＝A、84～77点＝B、76～68点＝C、67～60点＝D、59点以下＝E 

  

 平成 21 年度工事成績の内訳（主要５業種） 

業  種 件 数 業者数 平均点 最高評点 最低評点 

土木一式 81 49 77.9 84 62

建築一式 13 9 77.3 86 70

電  気 6 5 70.6 83 64
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管  工 14 12 79.8 83 68

水  道 29 18 76.1 83 69

 

ウ 建設工事に係る業務委託の検査執行件数等 

完 了 検 査 
業  種 

件 数 業務委託料 (円)

設  計 8 53,584,650 

測量･設計 21 153,631,800 

設計･監理 3 16,227,750 

調  査 1 2,188,200 

その他 2 15,700,650 

計 35 241,333,050 

20 年度 20 105,080,850 

 

 エ 物品検収執行件数 

年 度 件 数 

21 69

20 50

 

(5) 入札参加者等審査委員会 

 1,000万円以上の建設工事、200 万円以上の工事に係る業務委託を対象にして、入札

参加者の適正かつ合理的な選定を行うため開催するとともに、競争入札に参加する者

に必要な資格の審査と入札参加制限等措置要綱に基づく入札参加制限の措置を行っ

た。 

ア 入札参加者等審査委員会開催回数及び審査件数 

年度 開催回数 審査件数 

21 11 110

20 14 105

 

イ 入札参加制限件数 

年度 件数 業者数 

21 10 13

20 12 35

 

(6) 入札・契約制度検討委員会 

 建設工事の入札・契約制度及び手続きの透明性・競争性・公平性・客観性をより一

層高めるために、調査検討を行った。（委員会を２回、幹事会を２回開催） 
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検討結果 

ア 請負代金を減額変更する場合における単品スライド条項の運用について、島田市

建設工事請負契約約款第 26 条第５項を読み替えて対応することを承認。 

イ 現場代理人の兼任について、島田市発注工事に限り、1 件当りの請負代金額が

1,000万円未満の工事について、２件まで現場代理人の兼任を認めることを承認。 

ウ 島田市入札参加制限等措置要綱の一部改正、別表第２贈賄及び不正行為等に基づ

く措置基準の内、「独占禁止法」、「談合」、「建設業法違反行為」の措置条件

から区域指定（静岡県及び１都６県）を削除することを承認。 

 

(7) 公正入札調査委員会 

 入札の適正を期し、入札談合等に関する情報に対して的確な対応を行うため開催

した。 

年度 取扱件数 開催回数 

21 1 3

20 0 0

 

＜取扱件数の内訳＞ 

 平成 21 年度 クリーンセンター受入槽ほか清掃業務委託（下水道課） 

 

平成 21 年７月 21 日に下水道課にオンブズマンを名乗る方から「入札開始の２時間

前に指名業者が集まり、その集まりの中で、今回の落札業者が、市担当職員から自分

が落札するように言われた、と言っていたようですが、それは本当ですか。」との電

話があり、事実確認をする必要から公正入札調査委員会を３回開催し、入札参加者と

市担当職員の事情聴取を行った。 

 事情聴取の結果、談合の事実が確認されなかったため、談合対応マニュアルに従い、 

入札参加業者から誓約書を提出してもらうこととし、落札者と契約を締結した。この

件について、書面により公正取引委員会、島田警察署へ報告した。 

 

(8) 優良建設工事主任技術者等表彰選考委員会 

 建設技術の向上と適正な建設工事の施工を推進し、併せて建設業の育成・発展を

図るため、卓越した技術等により優れた成績で建設工事を完成させた主任技術者等

を表彰した。 

年度 被表彰者人数

21 6

20 5

 

(9) 建設事業連絡会議 

 市の施行する建設事業の円滑な推進及び効率的な執行を図るとともに、工事の早期 

発注完成、平準化を促進するため開催した。 
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第１回 平成 21 年５月 14 日

第２回 平成 21 年 10 月２日

第３回 平成 22 年 ２月５日

 
９ 平和推進事業 

市民の恒久平和の意識をより一層高めることを目的とし、開催した。 

なお、運営については、市内の各種団体の代表者等で組織する島田市平和祈念事業

実行委員会が行った。 

交付金額 1,300,000円（平成20年度 1,300,000円） 

 

(1) 平和祈念式典 

開催日時 平成21年８月15日（土） 午前10時から午前11時37分まで 

学習発表 「私たちの川根と戦争」（川根小学校４年生） 

     「笹間神楽」（川根中学校笹間神楽伝承チーム） 

参加者数 500人（平成20年度 507人） 

 

(2) 平和祈念事業展示 

開催日時 平成21年７月24日（金）から平成21年７月28日（火）まで 

午前10時から午後４時まで 

開催テーマ 「大地に緑を！」 

       ～アフガニスタンへの思い 伊藤和也さんを偲んで～ 

入場者数 2,016人（平成20年度 1,122人） 

 

(3) 島田空襲被爆者慰霊のつどい 

  平成14年度から毎年、７月26日に島田市扇町に空襲があった事実を風化させない

目的で開催している。平成21年度から名称を「島田空襲被爆者慰霊のつどい」に変

更した。 

開催日時 平成21年７月26日（日） 午前10時から午前10時34分まで 

参加者数 140人（平成20年度 150人） 

 

10 自動車運行管理費 

(1) 団体用バス運行事業 

 老人クラブ、福祉団体等各種団体が広く利用している。平成20年度と比較し、４

割増の延べ185件の利用があった。（平成20年度 133件） 

 

11 自治会・町内会活動支援事業 

(1) 自治会支援事業費補助金 

複数の町内会をもって新たに発足した団体（自治会）を対象に、その構築と活動
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の促進を図るため、平成20年度に引き続き補助金を交付した。 

なお、当補助制度は平成22年度までの５年間の時限措置としている。 

ア 平成21年度補助金交付自治会 

向谷町、中央第二、中央第三、本通三丁目・幸町、本通四丁目・柳町、 

祇園・新田、阿知ケ谷・東光寺、大津、伊久身、湯日、色尾沼伏、旧初、谷口、

月坂、菊神、牧の原、姫宮町、金谷元町、天王・二軒家、金谷中央、栄・代官、

学園通り、北五和、志戸呂、家山、抜里・葛籠、身成、笹間  計 28自治会 

           イ 補助金交付状況                      （単位：円） 

区  分 平成21年度 平成20年度 平成19年度 平成18年度 

自治会運営事業 3,058,000 2,850,000 2,719,000 1,781,000

構成町内会取りまとめ

事業 
3,933,000 4,356,000 4,456,000 3,850,000

自治会活性化事業 3,482,000 3,402,000 3,008,000 1,462,000

合  計 10,473,000 10,608,000 10,183,000 7,093,000

 

12 緊急雇用創出事業【平成21年度新規事業】 

(1) 人事・給与関係事務補助事業 

内  容：年末調整や例規改正事務に係る年度末の一時的な業務増の補助 
雇用期間：平成22年１月５日から平成22年３月31日まで 

雇用人数：１人 

 

13 地域活性化・生活対策臨時交付金事業（繰越明許） 

(1) 低公害車購入事業 

 公用車の更新にあたり、環境に配慮し、低公害車を購入した。（軽自動車５台、

普通乗用車３台） 
 

２目 文書費 決算額      １９，７９８，４１７円 

１ 委員報酬 

(1) 個人情報保護審議会委員 ７人 

個人情報保護審議会の開催 

個人情報保護制度の適正、円滑な運営を推進するため、個人情報取扱事務の届出

等について審議した。また、委員の任期が満了したことに伴い、新委員の委嘱を実

施した。 

開催日 内   容 

平成21年６月17日 個人情報取扱事務の届出（審議、報告）について 

平成21年７月29日 

新委員に対する委嘱状の交付 

個人情報保護制度について 

会長の選任及び職務代理者の指名 

個人情報取扱事務の届出（審議、報告）について 
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平成21年10月14日 
個人情報取扱事務の届出（審議、報告）について 

島田市個人情報保護審議会の意見の類型の追加について 

平成22年１月13日 
個人情報取扱事務の届出（審議、報告）について 

島田市個人情報保護審議会の意見の類型の追加について 

平成22年３月17日 個人情報取扱事務の届出（審議、報告）について 

 

(2) 情報公開及び個人情報保護 

ア 情報公開 

(ｱ) 情報公開窓口利用状況 

市民等からの開示請求に応じて、関係文書の開示を行った。 

（単位：件） 

年度 開示請求 請求該当文書 

21 33 120 

20 46 114 

 

(ｲ) 不開示決定等についての不服申立ての状況        （単位：件） 

不服申立てに対する実施機関の決定 

年度 不服申立て 却下 

(注１) 
認容 

棄却 

(注２) 

島田市情報

公開審査会

において調

査審議中 

21 0 0 0 0 0

20 3 1 0 2 0

注１ 却下：不服申立てが不適法の場合、調査審議に入ることなくこれを退けること。 

注２ 棄却：島田市情報公開審査会の調査審議の結果、不服申立てに理由がないとして不服

申立人の主張を退けること。 

 

(ｳ) 島田市情報公開審査会 

公文書開示請求に対する決定について、行政不服審査法の規定に基づく不服

申立てはなかった。 

開催日 内   容 

平成21年10月６日 
会長の選任及び職務代理者の指名並びに島田市情報公開

審査会運営要領の審議を行った。 

 

 (ｴ) 公文書複写代等請求額                （単位：円） 

年度 複写代 郵送代 計 

21 19,670 6,330 26,000 

20 36,150 5,300 41,450 
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(ｵ) 平成21年度複写代内訳 

請求内容 請求件数(件) 複写代(円) 

地理情報収集業者からの請求による

もの 
14 16,330 

道路の位置の指定通知書に関する図

書 
３ 1,310 

その他 16 2,030 

合計 33 19,670 

 

イ 個人情報保護 

(ｱ) 自己情報の開示請求等の状況  （単位：件） 

年度 開示請求 請求該当文書 

21 3 6 

20 5 10 

 

(ｲ) 不開示決定等についての不服申立ての状況        （単位：件） 

不服申立てに対する実施機関の決定 

年度 不服申立て
却下 認容 棄却 

島田市個人

情報保護審

査会おいて

調査審議中 

21 0 0 0 0 0

20 0 0 0 0 0

 

(ｳ) 島田市個人情報保護審査会 

自己情報開示請求等に対する決定について、行政不服審査法の規定に基づく

不服申立てはなかった。 

開催日 内   容 

平成21年10月６日 
会長の選任及び職務代理者の指名並びに島田市個人情

報保護審査会運営要領の審議を行った。 

 

(ｴ) 自己情報複写代等請求額            （単位：円） 

年度 複写代 郵送代 計 

21 130 0 130 

20 60 0 60 

 

ウ 個人情報保護に関する研修会 

開催日 対象者（参加人数） 研修名 

12月３日 
島田市第四地区民生委員児童委員 

（28人） 

第四地区民児協研修会「民生

委員活動にかかる個人情報保

護」 
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１月26日 
係長級職員 

（74人） 
個人情報保護制度研修会 

１月26日 

１月29日 

島田市社会福祉協議会職員 

（75人） 

平成21年度島田市社会福祉協

議会職員内部研修会「個人情

報保護制度の遵守と適正管

理」 

１月29日 
平成21年度新規採用職員等 

（35人） 
個人情報取扱研修会 

 

２ 文書法制費 

(1) 文書法制事務費 

ア 市議会及び例規 

議案の作成、条例等の制定改廃及び例規集の整備事務等を執行した。 

 

イ  議案提出件数                       

議案提出件数（件） 

区 分 年度 

招集

回数

(回) 条例案 予算案
一 般

議 案
報 告 認 定 諮 問 計 

21 4 50 44 32 22 12 3 163 
定例会 

20 4 37 45 42 30 17 1 172 

21 0 0 0 0 0 0 0 0 
臨時会 

20 2 0 2 1 4 0 0 7 

21 4 50 44 32 22 12 3 163 
計 

20 6 37 47 43 34 17 1 179 

 

ウ  市例規の制定改廃の状況                 （単位：件） 

区 分 年度 条 例 規 則 規 程 要 綱 計 

21 8 11 0 13 32 
制 定 

20 7 6 9 15 37 

21 68 70 27 57 222 
改 正 

20 51 69 17 28 165 

21 1 2 0 6 9 
廃 止 

20 2 0 2 3 7 

21 77 83 27 76 263 
計 

20 60 75 28 46 209 
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(2) ファイリングシステム維持管理経費（81 課・局・室・館・園） 

文書を体系的に管理し、文書の検索性を高めるとともに、執務環境の向上を図る

ことを目的として導入したファイリングシステムの適切な維持管理を図った。 

平成21年度の実地指導は、コンサルタントへ委託せず、文書管理委員及び総務課

職員のみで実施した。 

指導方法については、第１回目に全保管単位を対象に基本的事項を確認し、特に

必要と判断した保管単位を第２回目の指導対象とした。 

また、これまでのチェック方式を見直し、第１回目の実地指導では指摘事項を具

体的に示すこととし、年度当初に行なった平成19年度文書引継ぎ作業での課題等も

踏まえて第２回目実地指導での重点テーマを保管単位ごとに設定し、具体的な課題

解決の実践に努めた。 

ア 取組み状況 

内 容 実 施 状 況 

 文書取扱研修会  ８月12日 参加職員106人 

 第１回実地指導  ９月24日から11月５日まで（14日間） 

 第２回実地指導  ２月15日から２月19日まで（５日間） 

 

イ  主な指導内容 

 (1) 第１回実地指導 

   ・発生した文書をフォルダー化して適切に管理しているか。 

   ・随時廃棄する文書を保管するフォルダー内に決裁文書が混在していないか。 

   ・別の場所で保管している文書の所在カードが作成されているか。 

   ・電子データをパソコンのハードディスクに保存せず、グループウェアで管理 

しているか。 

  (2) 第２回実地指導 

   ・前年度（平成20年度）文書とファイル基準表を照合する。 

   ・別の場所で保管している文書の所在カードの記載内容を正確にする。 

・複数年度にわたり継続して処理している業務に係る文書の取扱いを適切にす

る。 
 

ウ 文書管理委員会 

ファイリングシステムの維持管理を図る職員組織 

委員数：各部等の代表28人 

開催回数：年２回（９月17日、１月20日） 

実地指導を行い、課題解決について検討した。 

そのほか、以下の議題について検討した。 

・平成19年度文書の引継ぎについて 

・機密文書の廃棄方法の変更について 

・例外措置の取扱いの見直しについて 
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・北書庫の老朽化に伴う文書保存場所の変更について 

  ・講話「ファイリングシステムによる文書管理について」 

 

３ 緊急雇用創出事業【平成21年度新規事業】 

(1) ファイリング支援システムデータ整備事業 

公文書の検索機能を強化し情報公開制度の円滑な運用を推進するため、ファイリ

ング支援システムのデータを整備した。 

内  容：紙媒体で管理していたファイル基準表の内容をファイリング支援シス

テムに入力 

雇用期間：平成22年１月７日から平成22年３月31日まで 

雇用人数：２人 

 

整備したデータ数  

平成16年度文書115件  平成17年度文書 91件 

雇用職員のスキルアップ  

オフィスソフト（エクセル）の操作(複写、修正、保存）及びグループウェアに

よるデータ管理の概念の習得 

 

   ３目 広報費 決算額       １９，３５１，５４６円 

１  広報費 

(1) 広報活動経費 

ア 「庁内報」の発行 

市の行事について半月ごとに編集し、毎月１日と15日に200部発行した。庁内、

報道機関及び自治会又は町内会へ配布し、市の行事の周知を図った。 

 

イ 放送広報 

行政の各種事業の取り組み及び市内で開催される催し物やイベント等につい 

て、ＦＭ島田で放送した。また、静岡エフエム放送(Ｋ－ＭＩＸ)やＳＢＳラジオ

を利用した広域的な広報を行い市の行事の周知を図った。 

ＦＭ島田：毎週月～金曜日 朝・昼・夕のシティインフォメーションで15分間、

職員等が出演し、各種事業について放送広報を行った。 

(土・日曜日については、昼のみ放送) 

収録数：128本 

県市町村振興協会事業により、Ｋ－ＭＩＸの番組で年間５回、ＳＢＳラジオの

番組で年間18回、イベント情報やお知らせ等を放送した。 

 

ウ 公共施設見学 

市民が日ごろ訪れることが少ない公共施設を見学してもらい、それぞれの施設

が市民生活に不可欠なものであることや、どのような役割を果たしているかなど
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自分の目で確かめ、理解を深めてもらえるよう努めた。 

区   分 開催回数 参加者数 主な見学先 

公共施設見学会 ７回 161人
田代環境プラザ、新東名高速道路建

設現場、富士山静岡空港ほか 

親子公共施設見学会 ２回 58人
田代環境プラザ 

富士山静岡空港 

 

(2) 広報発行経費 

ア 広報しまだ発行 

毎月１日と15日の２回、広報しまだを33,700部発行し、全世帯に配布して市民

への市政に対する理解と周知を図った。 

主な内容 

１日号…市の事業・制度等の行政情報、イベントや行事の案内のほか、市民生

活に密着したお知らせ等を掲載 

15日号…市の事業・制度等の行政情報、イベントや行事の案内のほか、健康づ

くりに関するお知らせ等を掲載 

 

  イ 市勢要覧の発行 

   新しく市勢要覧2,000部を作成した。 

   市勢要覧は、行政視察等の際に利用するほか、希望者には有料（１冊：1,000

円）で販売した。 

    

(3) 広聴活動 

  市長への手紙やＥメールにより、広く市民から意見や提言を聴き、市政に生かす

よう努めた。また、市民からの質問、疑問に答えることで、市政に対する理解を深

めた。 

 

平成21年度実績 

受 付 件 数：市長への手紙：212通   うち回答済み： 83通 

                      匿名  ：100通 

                     回答不可： 29通 

   Ｅメール    ： 53通（うち回答済み： 45通） 

   合    計     265通（うち回答済み：128通） 

ポスト設置箇所：市役所（総合案内）、プラザおおるり、保健福祉センター、し

まだ楽習センター、初倉公民館、六合公民館、伊久身農村環境

改善センター、大津農村環境改善センター、北部ふれあいセン

ター、金谷南地域交流センター、金谷北地域交流センター、夢

づくり会館、川根庁舎、川根文化センターの14か所に設置して

いる。 
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４目 情 報 決算額      １８６，０６２，８９５円 

管理費  １ 電算運営管理費 

(1) 電算機器運営管理経費 

ア 情報機器通信機器の運用管理 

住民情報系、全庁ＬＡＮ、インターネット等の機器及び通信設備などの運用管

理を適正かつ安全に行った。 

主な電算機器 

区   分 機  器  名  称 台 数 備  考 

本体 ACOS i-PX7300/400 1 NEC社製 

磁気ディスク装置 35 計136GB 

磁気テープ装置 3  

高速プリンタ装置 2  

専用パソコン 150  

プリンタ装置 65  

サーバ 6  

固定資産税閲覧用パソコン 2  

旧住民情報システム

（汎用コンピュータ

システム） 

無停電電源装置 2  

サーバ 13  

磁気ディスク装置 4 300GB×42 

磁気テープ装置（ＬＴＯ） 1  

負荷分散装置 2  

無停電電源装置 5  

パソコン 107  

プリンタ 46  

新住民情報システム

（オープン型コンピ

ュータシステム） 

高速プリンタ 3  

光学文字読取装置 1  

レジデントファクシミリ送受信機 4  その他周辺装置 

連続帳票断裁機 1  

パソコン 703  庁内ＬＡＮ 

パソコン等 プリンタ 58  

 

イ 公式ホームページ運用管理 

市の最新情報をいち早く市民に伝えるため、｢ポータルサイト管理システム｣に

よる公式ホームページを運用管理している。アクセス件数は順調に伸びている。 

利用状況                        （単位：件） 

区 分 平成21年度 平成20年度 増 減 

年間アクセス件数 490,298 478,053 12,245

１日平均アクセス件数 1,343 1,309 34 
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(2) 電算システム維持経費 

ア 電算担当職員専門研修 

電算システムの維持管理を円滑に行うため、職員６人に対し、専門研修（ネッ

トワーク基礎研修、電子文書管理研修、JAVAプログラミング入門研修、JAVAプロ

グラミング基礎研修、公金クレジット収納研修）を実施した。 

イ 重要データの委託保管 

データ保管会社  ：㈱ワンビシアーカイブズ（保管地：滋賀県） 

ウ コンピュータウィルス対策 

ウィルス対策ソフト：トレンドマイクロ社ウィルスバスター 

 

(3) 電算システム開発経費 

汎用コンピュータ及び全庁ＬＡＮ・ネットワークのシステム開発並びにシステム

修正については、専門技能を有するシステムエンジニア５人（常駐）とネットワー

クエンジニア１人（年間100日）の派遣を受け、オンライン処理及びデータベースシ

ステムの管理などを行い、業務の一層の効率化と法制度改正等に対応した。また、

住民情報システムオープン化のためのデータ作成作業についてもシステムエンジニ

ア５人で対応した。 

 

ア プログラム開発の状況(本数) 

平成21年度 平成20年度 
件 名 業 務 名 

新規 修正 新規 修正 

 住民記録 31 35

選挙 24 26

軽自動車税 8 

住民税  5

料金収納 2 2

 

 

業務改善 

税収納 29 5 44

 口座  4

 証明発行 5 

 住民登録外  1

 老人健康保険 5 18

法人市民税 5 5 

介護保険  25 14

 後期高齢  15 14

 住民税 16 75

 国民年金 2 

健康管理 22 24法制度改正対応 

国民健康保険 2 53 34 167

 固定資産税 9 70
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

 法人市民税  5

 保育料 8 3

 介護保険 188 114 32 194

後期高齢 24 75 132 130 

定額給付金 19  

 

イ パソコン講習会実施状況 

 研 修 名 日数 回数 受講者数

グループウェア操作研修 

(新規採用職員、派遣職員、嘱託員、臨時職員操

作研修未受講者) 

2 2 32

Ｗｏｒｄ応用編研修 2 2 18

Ｅｘｃｅｌ応用編研修 3 3 40

Ａｃｃｅｓｓ初級編研修 2 2 21

ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ基礎操作編研修 3 3 23

平
成
21
年
度 

合   計 12 12 134

グループウェア操作研修 

(新規採用職員、派遣職員、嘱託員、臨時職員操

作研修未受講者) 

2 2 40

グループウェア操作研修 

(消防署新規採用職員、新規嘱託員、研修未受講

者) 

1 1 14

Ｗｏｒｄ応用編研修 2 2 30

Ｅｘｃｅｌ応用編研修 4 4 41

Ａｃｃｅｓｓ初級編研修 2 2 20

ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ基礎操作編研修 3 3 34

ホームページ研修 2 4 68

平
成
20
年
度 

合   計 16 18 247

            

ウ 住民情報システムオープン化データ移行委託 

 大型汎用コンピュータシステムの持つ諸問題を解決するとともに、調達運用及

び機能に関して将来にわたり公正性・経済性・拡張性を確保するため、住民情報

システムの抜本的な再構築を行っている。 

平成21年度は、汎用コンピュータシステムから切り出したデータの新システム

への取り込み作業をＳＢＳ情報システムに委託し、平成22年３月23日から新住民

情報システムが稼動している。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２ 高度情報化推進費 

(1) 電子自治体推進経費 

ア ｅコミュニティしまだ推進事業業務委託 

【受託者】㈱まちづくり島田 

【委託料】945,000円 

【委託内容】研究会開催 ８回 

ｅコミ利用講習会 １回 

セル交流会 ３回 

   

イ 電子申請共同利用システム運営委託 

県下28市町(運用開始時41市町)で構成する「静岡県電子自治体推進協議会」に

参加し、電子申請システムを共同利用し市民の利便性向上と行政手続の効率化を

目指す。 

平成21年度利用可能手続き  27手続 

平成21年度利用実績     1,007件 

 

  ウ 島田市電波遮へい対策事業費補助金 

【補助額】4,232,000円 

【補助率】１／２ 

【共聴施設】白井テレビ共同受信組合、大森共聴組合、 

天王団地共同テレビ視聴会、千葉テレビ共同受信施設組合、 

切山共同受信組合、大平下テレビ共同受信施設組合 

【事業内容】地上アナログ放送から地上デジタル放送への移行を円滑に行うた

め、地形難視による共聴施設のデジタル化にかかる費用の一部を

助成した。 
 

３ 地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業【平成21年度新規事業】 

(1) 電子自治体推進経費 

  ア 島田市衛星ブロードバンド用機器設置補助金 

【補助額】16,800,000円 

【補助件数】56件 

【事業内容】ブロードバンド（高速インターネット）が利用できない鵜網、川

口、丹原、鍋島、大平地区の住民及び事業所が、個別受信型衛星

ブロードバンドを利用するための機器、設置、調整、設定費を全

額補助した。（１件あたり 315,000円上限） 

 

  イ 島田市電波遮へい対策事業費臨時補助金 

【島田市補助額】1,288,000円 

【共聴施設】白井テレビ共同受信組合、大森共聴組合、 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
大平下テレビ共同受信施設組合 

【事業内容】地上アナログ放送から地上デジタル放送への移行を円滑に行うた

め、地形難視による共聴施設のデジタル化にかかる費用について

世帯負担が高額になる上記３共聴組合に対し、世帯負担額42,000

円を超える費用を補助した。 
 

５目 会 計 決算額        ７，７８４，６３１円 

管理費 １ 会計管理事務費 

(1) 会計管理事務については、現金、有価証券及び物品に係る管理事務の適正な執行

を行うとともに、出納事務及び財務会計システムの運用に必要な経費が最小限にと

どまるよう予算執行の効率化に努めた。 

歳計現金の運用にあたっては、収支の均衡を見極めつつ、預金利子の確保に努め

た。 

預金利子の状況            （単位：円） 

平成21年度 平成20年度 増減 

1,156,018 1,843,043 △687,025

 

(2) 指定金融機関等の検査 

指定金融機関等の金融機関８店舗を対象に平成21年10月27日から30日までの４日

間で公金の収納及び支払事務について検査を実施した。 

検査の結果、公金の受入、帳簿類の管理及び口座振込事務は、正しく処理されて

いた。また、業者への口座振込については、その一部を抽出し、あらかじめ振込先

銀行等に照会を出し調査した結果、指定日に処理されていた。 

 

２ 用品調達基金運用状況                     (単位：円) 

区     分 平成21年度 平成20年度 増減 

① 基 金 3,000,000 3,000,000 0

② 供 給 品 代 金 4,967,079 5,338,814 △371,735

③ 供 給 品 代 未 収 金 0 0 0

④ 仕入品代金（前年度在庫含む） 5,367,701 5,603,839 △236,138

⑤ 仕 入 品 代 未 払 金 0 0 0

⑥ 現 金 （ 預 金 高 ） 2,599,378 2,734,975 △135,597

⑦ 在 庫 品 棚 卸 高 400,622 265,025 135,597

⑧ 回 転 率（②／①） 1.66回転 1.78回転 △0.12
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
３ 債権者登録変更業務経費                    （単位：円） 

事業名 事業の概要 事業費 備 考 

債権者の住所・郵便番号データの変更作業

一式（島田中央第三地区） 
189,000 ㈱内田洋行財務会計システム

債権者登録変更業

務委託 債権者の住所・郵便番号データの変更作業

一式（大字金谷・大字金谷河原地区） 
189,000 ㈱内田洋行

 

６目 財 産 決算額     １８２，５５８，５９６円 

管理費 １ 庁舎等管理費 

(1) 修繕の状況                         (単位：円) 

事 業 の 概 要 事 業 費 備 考 

本庁舎正面玄関雨漏り修繕工事 546,000 ㈱小沢組 

親時計更新工事 525,000 ㈱豊国電気 

本庁舎１階空調設備修繕工事ほか 5,540,670 50件 

 

(2) 委託業務の状況                       (単位：円) 

事 業 の 概 要 事 業 費 備 考 

清掃業務委託 8,736,000
太平ビルサービス㈱ 

静岡支店 

警備業務委託 8,442,000
太平ビルサービス㈱ 

静岡支店 

空調設備保守点検業務委託 2,415,000 東海テクノ㈱ 

日直業務委託 2,324,700
(社)島田市シルバー 

人材センター 

駐車場整理業務委託ほか 5,888,568 ９件 

 

(3) 金谷南支所等管理費 

住民の主体的な活動拠点の確保と行政窓口の拡充による住民サービスの向上を

目的に、平成21年４月１日に支所機能を備えた施設として開所した、金谷南地域交

流センターの維持管理を行った。 

施設名 年度 利用団体数 利用件数 利用者数 

コミュニティサロン 平成21年度 247団体 1,452件 13,363人

 

(4) 金谷北支所等管理費 

金谷地区のコミュニティ施設（かなや会館、金谷東会館、北五和会館）の管理運

営を指定管理者、地元管理運営委員会に委託し、円滑な管理運営を図った。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

施設名 管理委託先 年 度 利用件数 利用者数 

平成21年度 670件 8,201人
かなや会館 島田市観光協会 

平成20年度 822件 8,810人

平成21年度 543件 8,174人
金谷東会館 

金谷東会館 

管理運営委員会 平成20年度 553件 8,692人

平成21年度 152件 5,264人
北五和会館 

北五和会館 

管理運営委員会 平成20年度 192件 3,513人

 

(5) 川根支所等管理費 

  主な改修の状況                      （単位：円） 

事 業 の 概 要 事 業 費 備  考 

石風呂地区多目的集会施設トイレ

等改修工事 
640,500 (有)シモ建築 

 ※財源：公共事業ユニバーサルデザイン化事業助成金（助成率10/10） 

 

２ 普通財産管理費 

(1) 市有財産（普通財産）の貸付状況  

有   償 無   償 
区  分 

件 数 面 積(㎡) 件 数 面 積(㎡) 

土  地 194 24,068.02 139 78,439.38

建  物 10 1,825.46 14 3,179.73

合  計 204 25,893.48 153 81,619.11

 

(2) 登記実施状況                         (単位：件) 

区分 分筆 
所有権

移転

名義

変更等
相続

地目

変更
保存 表示 

地積 

更正 
その他 合計

 件数 70 105 8 2 17 5 4 27 0 238

筆数 167 239 12 2 95 19 5 28 0 567

 

３ 地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業【平成21年度新規事業】 

(1) 旧川根町役場庁舎解体事業 

 合併に伴い閉庁となった旧川根町役場庁舎跡地に、島田市・川根町合併基本計画

及び島田市旧川根町地区過疎地域自立促進計画における若者住宅を整備するため解

体した。                           （単位：円） 

事 業 の 概 要 事 業 費 備     考 

設計・監理業務委託 840,000
委託料 

島田建築設計管理協同組合
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

解体工事 27,739,950
工事請負費 

㈱八木建設 

計 

28,579,950

(財源内訳） 

国庫支出金 

28,261,000

一般財源 

318,950

 

 
 

７目 企画費 決算額       ７８，９６５，２６２円 

１ 企画調整費 

(1) 企画調整事務費 

電源立地地域対策交付金事業 交付申請等状況 

①島田市行政番組放送事業 

申請年月日 交付決定年月日 交付金額 

平成21年４月１日 平成21年６月30日 7,000,000円

②島田市福用高熊簡易水道ポンプ室建設工事 

申請年月日 交付決定年月日 交付金額 

平成21年４月28日 平成21年７月27日 4,500,000円

③島田市粟原簡易水道ろ過装置設置工事 

申請年月日 交付決定年月日 交付金額 

平成21年４月28日 平成21年７月27日 12,600,000円

交付金合計 24,100,000円

※当該工事については、①は総務費、②、③は簡易水道事業特別会計に 

おいて実施した。 

 

２ 政策推進事業 

(1) 男女共同参画社会推進事業 

男女共同参画の日記念事業として、事業所の人事・総務担当者等を71人の参加を

得て、「男女が共に働きやすい環境づくり講演会」を開催した。さらに、ＦＭ島田

特別番組として、島田市出身の落語家等をゲストに招き、男女共同参画をわかりや

すく放送した。 

また、平成20年度に引き続き島田市男女共同参画推進委員会及び島田市男女共同

参画推進会議を設置し、平成21年度に策定した男女共同参画行動計画に基づく実施

計画書を策定した。 

その他の啓発事業としては、島田市男女共同参画啓発推進員の協力を得て男女共

同参画短期講座や出前講座等を実施し、延べ約329人の参加を得た。さらに、男女共

同参画情報紙「パレット」を２回、それぞれ35,000部発行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(2) 男女出会いの場創造事業 

島田市内の会場で立食パーティーを開催した。フリートークとミニゲームを組み

合わせることにより、参加者の緊張が和らぎ、和やかな雰囲気の中、計７組のカッ

プルが誕生した。 

年 度 開 催 日 場 所 参加人数 成立数 

平成21年度 12月13日(日) 宮美殿 62人 ７組

平成20年度 ３月７日(土) 宮美殿 78人 12組

 

(3) 超短波放送活用事業 

市民に密着した行政情報を提供するため、「株式会社ＦＭ島田」を積極的に活用

して情報発信を行った。また、難聴地域対策として地域活性化・生活対策臨時交付

金事業で整備した３か所の送信所から同ＦＭ局の放送を24時間放送した。 

【主な行政番組】 

番組名 放送時間 番組内容 

g-sky ｼﾃｨｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ 朝・昼・晩 各15分 市職員が出演し、業務の内容を説明 

地域の安心・安全のために 朝・昼・晩 各５分 防災・防犯情報の提供 

くつろぎの空間 夜 60分 音楽や空港情報をテーマとした番組 

やっぱりお茶でショー 夜 30分 お茶に特化した情報番組 

高校野球中継 特別放送 
島田球場で行われた市内高校の試合

を実況生中継 

 

(4) 総合計画推進事業【平成21年度新規事業】 

 本市における、今後 10 年間のまちづくりの基本的方向性を示し、市のさらなる発

展と住民福祉のよりいっそうの向上を図るため、平成 21 年度から平成 25 年度まで

を計画期間とする島田市総合計画（前期）を策定したことから、これを広報するた

めの概要版を作成した。 

 また、同計画を推進していくために、施策の方向性に基づき重点プロジェクト及

び主要事業について、向こう 3年度の計画を明示し、実施計画（平成 22 年度～平成

24 年度）を策定した。 

 

(5) 中心市街地交流拠点施設基本計画策定事業【平成21年度新規事業】 

 生涯学習の充実、子育て支援、都市情報の発信及び市民活動の支援を目的として

中心市街地交流拠点施設建設に向け、施設の基本的な方向性、施設内容等を定める計

画を策定した。 

【委託業務】 

業務委託名 委託金額 

中心市街地交流拠点施設基本計画策定業務委託 1,066,710円

中心市街地交流拠点施設基本計画（島田図書館関係）業務委託 1,995,000円
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
【専門委員会】 

委員構成 人 数 

学識経験者(図書館) ２人

学識経験者(情報) １人

学識経験者(障害者福祉) １人

学識経験者(児童) １人

市職員 １人

 

【主な策定経過】 

実施年月日 内   容 

平成21年８月10日 
第１回専門委員会【スケジュール、中心市街地の現況と課

題、交流拠点施設に係る基本条件】 

平成21年10月14日～

平成21年10月22日 
専門委員への個別意見聴取 

平成21年11月４日 
第２回専門委員会【新施設の基本的機能・規模・階層別機

能配置・機能連携、既存施設の利活用】 

平成21年12月10日 第３回専門委員会【新施設に係る検討項目】 

平成21年12月24日 第４回専門委員会【基本的機能・階層別機能配置】 

平成22年１月28日 

第５回専門委員会【意見交換会(児童センター、ｅコミュニ

ティ)の報告、基本的機能、交流スペース・児童図書スペー

スの機能的な活用 

 

(6) 金谷庁舎に関する市民意向調査事業【平成21年度新規事業】 

金谷庁舎及び周辺利用の整備促進に向けて、島田市民の意見や要望等を今後の整

備促進に向けた検討に反映させるため、市民意向調査を実施した。 

【アンケート調査結果】 

調査対象 市内在住20歳以上の男女（平成21年４月１日現在） 

調査対象人数 1,000人 

調査方法 郵送による配布・回収 

調査期間 平成21年９月４日から９月17日まで 

回収結果 

配布数：1,000通 

回収数：677通 

回収率：67.7％ 

 

【委託業務】 

業務委託名 委託金額 

金谷庁舎及び周辺利用の整備促進に向けた意向調査実施支援 

業務委託 
368,550円

島田市公共施設に関するアンケート等作成業務委託 96,715円
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(7) 都市再生整備計画策定事業経費【平成21年度新規事業】 

まちづくり交付金事業「大津通り地区」の計画区域を見直し、新規事業の追加及

び既存事業の見直しを行うとともに、今後のまちづくりの目標の再設定、目標達成の

ための整備方針の再検討、効果測定のための指標を再設定し、都市再生整備計画を策

定した。 

【委託業務】 

業務委託名 委託金額 

大津通り地区都市再生整備計画策定業務委託 1,870,050円

 

(8) 金谷庁舎跡地利用検討事業【平成21年度新規事業】 

 金谷庁舎解体後の跡地における新たな施設の整備方針等を検討するため、島田市

金谷庁舎跡地利用検討委員会を設置し、協議を行った。 

【検討委員会】 

委員構成 人数 

学識経験者 １人 

金谷地区自治会長連合会会員 ３人 

金谷地区コミュニティ委員会役員 ２人 

市職員 １人 

その他市長が必要と認める者 

（元総合計画審議会委員、金谷商工会等）
３人 

 

【主な策定経過】 

実施年月日 内   容 

平成21年11月９日 
第１回検討委員会【委員会の役割、スケジュール、これま

での経過、アンケート調査結果】 

平成21年12月14日 
第２回検討委員会【市民アンケート調査の結果、整備に係

る条件・課題の整理】 

平成22年１月20日 

第３回検討委員会【前回の意見整理、関係団体(牧ノ原やま

ばと学園、ワークセンター希望の家、地域活動支援センタ

ーうたしあ)の意見聴 

取】 

平成22年３月８日 

第４回検討委員会【行政の現状と課題(市の障害福祉、みん

くる、夢づくり会館の利活用状況、ペアレントサポーター

の活動)】 

 

３ 地域づくり支援事業 

(1) まちづくり支援事業交付金                    

 平成21年度から対象事業を一般分と特別分に区分した。交付限度額を10万円とする

一般分に加え、総合計画の重点プロジェクトに掲げた施策の推進に資する事業を特別

分とし、30万円を限度額とした。制度の拡充及び周知の徹底により、多くの団体の活

用に繋がった。 
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年度 区分 交付金額 交付件数 

特別分 3,057,736円 10件

一般分 3,337,941円 35件平成21年度 

計 6,395,677円 45件

平成20年度 286,000円 ３件

 

(2) コミュニティ育成支援事業 

  島田市内の各地区コミュニティの健全な育成を図るため、県コミュニティづくり推

進協議会が開催するコミュニティカレッジに受講生を派遣した。また、市内地域コミ

ュニティ間の相互理解と交流の促進のため、ＦＭ放送を利用してコミュニティの活動

情報を発信するとともに、交流会を開催した。 

 

(3) 交流定住促進事業【平成21年度新規事業】 

 島田市伊久美二俣地区の豊かな自然環境や古民家等の地域資源とコミュニティバ

スの運行による交通の利便性を活用し、都市住民の来訪を促進するとともに、地域

住民との交流を通し地域の活性化を図った。 

【委託業務】 

委託業務名 主な実施事業 委託金額 

古民家を活用した都市と農村

の交流事業 

講演会・交流会 

古民家調査 
350,000円

 

４ 広域行政推進費 

(1) 広域行政推進経費                       (単位：円) 
事  業  名 事業の概要 負担金 

(財)地域活性化センター

負担金 

地域活性化情報提供・調査研究事業、

ふるさと情報プラザ運営事業等 
140,000

静岡県中部５市市長会議

負担金 

県中部地域の活力ある発展のため、

情報交換と共通の行政諸課題の協議 
60,000

大井川長島ダム流域連携

協議会負担金 

ミステリーウォークバスツアー、長

島ダム周辺植栽管理等 
542,000

奥大井・南アルプスマウ

ンテンパーク推進協議会

負担金 

広域的エコツーリズム事業、南アル

プス世界自然遺産登録推進に向けた

取組との連携等 

300,000

まちづくり交付金情報交

流協議会負担金 

地域の創意工夫を活かしたまちづく

りを促進するため、制度の運用や活

用事例等についての情報・資料の収

集・提供、意見交換、相談等 

30,000
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島田・榛原地区広域市町

村圏協議会負担金 
ふれあい合唱祭 106,000

島田・川根地域活性化連

絡協議会負担金 

大井川鐵道沿線景観美化支援事業、

ワンデーフリーきっぷ事業 
100,000

静岡県地域活性化協議会

負担金 

過疎地域活性化及び自立促進のため

の施策の推進及び調査研究、国、県

等関係機関に対する陳情及び要望等 

112,000

 

５ 行政管理費 

(1) 行政改革推進経費 

平成22年度から平成26年度までの５年間を推進期間とする行政改革大綱及び同大

綱に基づく実施計画を策定した。また集中改革プランに基づき、消防通信指令事務共

同運用、長期保有の土地の売払いなどにより効果が得られた。また、パブリック・コ

メントでは、行政改革大綱、食育推進計画等において市民からの意見等を募集した。 

 

項  目 平成21年度 平成20年度 

指定管理者の導入数 24施設 18施設 

組織の見直し 

Ｈ22.４.１現在 

９部３支所１本部 

46課 111係 

Ｈ21.４.１現在 

９部３支所１本部 

47課112係 

職員提案 
提案12件 

うち表彰６件 

提案75件 

うち表彰７件 

パブリック・コメント ６件 ７件 

行政改革推進委員会 ４回 

０回 ※市総合計画の

策定を優先したため、

設置なし。 

行政管理委員会 ７回 ７回 

 

６ ふるさと雇用再生事業 

 (1) 地域の魅力発信事業【平成21年度新規事業】 

コミュニティＦＭ放送局の持つ地域情報伝達力を最大限に活用して、空港の利用

促進と交流人口の増加を図るため、富士山静岡空港を取り巻く志太・榛原・中東遠

地域の情報と就航先の地域情報について効果的な広報の手法を調査・研究するとと

もに、番組を企画・制作・放送した。 

【委託業務】 

事 業 名 期 間 人 数 金 額 

地域の魅力発信事業

業務委託 
Ｈ21.４.13～Ｈ22.３.31 ２人 10,605,000円
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 (2) 中山間地域体験型ツアー開発事業【平成21年度新規事業】 

地域資源を活かした体験型交流事業の実施に向け、活用できる地域資源の洗い出

しと体験メニュー原案の作成及び実施に向けた調査・研究を行った。 

【委託業務】 

事 業 名 期 間 人 数 金 額 

中山間地域における

体験型ツアー開発事

業業務委託 

Ｈ21.８.20～Ｈ22.３.31 １人 1,575,000円

 

７ 緊急雇用創出事業【平成21年度新規事業】 

(1) 男女共同参画推進事業所等意識調査事業 

男女が共に安心して働き続けることができる環境づくりを目指すため、市内の約

10人以上の従業員を持つ事業所を対象にアンケート調査を実施した。 

 雇用期間：平成21年７月21日から平成21年９月30日まで 

 雇用人数：１人 

【調査概要】 

調査名  男女が共に働きやすい職場環境づくりに関する調査 

調査対象 
市内の事業所で島田商工会議所、島田市商工会の会員のうち、

従業員が概ね10人以上の事業所 345か所 

調査期間  平成21年９月１日から平成21年10月21日まで 

調査方法  郵送により調査票を配布・回収 

回収率  53.9%(配布数345事業所、回収数186事業所) 

 

 (2) 中山間地域集落機能実態調査事業 

人口減少及び高齢化が進んでいる中山間地域の集落における集落機能の実態把握

をすることにより、過疎地域自立促進計画や辺地総合整備計画の基礎資料とするこ

とを目的として、調査を実施した。 

 雇用期間：平成21年10月15日から平成21年12月31日まで 

 雇用人数：４人 

【調査概要】 

調査名  中山間地域集落実態調査 

調査対象  辺地指定集落及び過疎地域内（旧川根町の区域）の集落  

調査期間  平成21年10月15日から平成21年12月31日まで 

調査方法  世帯訪問による聞き取り調査 

調査実施率   25.6% (対象世帯数2,070世帯、調査数529世帯) 

 

 (3) 過疎計画策定準備事業 

過疎地域自立促進特別措置法失効後における新たな過疎対策法による新過疎法の

策定準備のため、集落座談会の意見集約や中山間地域集落実態調査の取りまとめを
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行った。 

 雇用期間：平成22年１月１日から平成22年３月31日まで 

 雇用人数：１人 

          

８目 空 港 決算額      １６２，９１８，８９８円                   

対策費 １ 空港対策事業 

(1) 空港推進対策事業 

ア 静岡空港事業進捗状況 

昭和62年12月16日 建設予定地を「榛原・島田」に決定 

平成８年７月26日 運輸省から「静岡空港の設置許可」あり 

平成10年11月20日 空港本体工事安全祈願祭・起工式 

平成15年４月17日 静岡空港需要等検討委員会が、県が示した新需要予測を承認 

平成16年12月21日 工事完成予定期日変更許可(H18.11.１をH20.11.１)、開港予 

定を平成21年３月とする 

平成19年３月31日 用地取得完了 

平成20年10月29日 立ち木問題に起因して開港延期を表明（遅くとも７月開港） 

工事完成予定期日変更許可申請(H20.11.１をH21.３.１)、 

平成20年10月31日許可 

平成20年12月25日 ６月４日2,200mで暫定運用による開港を発表 

平成21年１月30日 工事完成検査申請 

平成21年３月19日 国土交通省の完成検査に合格 

平成21年６月４日 開港式及び就航便歓送迎式 

平成21年８月27日 滑走路2,500ｍに延伸、ＩＬＳ運用開始 

平成22年３月31日 年度末搭乗率66.4％(上海線は除く) 

平成22年４月１日 日本航空グループが運航から撤退 

フジドリームエアラインズが日本航空との共同運航で札幌・

福岡便の運航開始 

 

 

イ 隣接地域振興事業 

空港隣接地域（初倉地区の11町内会、金谷地区の３町内会）において、県費補 

助等により社会基盤・住環境等の整備などを、主管課・地元・関係機関との協力、 

調整を行い実施し、空港と地域が調和ある発展を図るよう努めた。 

 

隣接地域振興事業概要一覧                     （単位：円） 

年度 事業名 事業の概要 事業費 うち隣接補助金

21 色尾大柳線道路改良 67,500,000 12,929,000

20 
道路整備事業 

色尾大柳線道路改良ほか13路線 127,294,308 41,994,000
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21 生活環境整備事業 初倉南小学校床改修工事ほか１件 14,483,700 4,827,000

初倉中央土地改良事業ほか３件 102,873,209 33,626,000
21 

牧之原台地排水整備事業(繰越明許) 17,850,000 5,950,000

20 

農業振興事業 

初倉中央土地改良事業ほか２件 39,580,658 13,085,000

21 交通安全施設整備事業 3,460,800 1,153,000

20 
その他の事業 

交通安全施設整備事業ほか３件 150,324,550 46,502,000

21 206,167,709 58,485,000

20 
計 

317,199,516 101,581,000

 

(2) 空港周辺プロジェクト推進事業 

  県が構想する多目的産業展示施設の誘致にかかる用地を取得した。 (単位：円) 

事業名 事業の概要 事業費(円) 備考 

空港周辺プロジ

ェクト推進事業 

物件調査業務委託 

 

 

建設予定地用地測量業務委託 

 

 

登記委託 

 

用地取得 Ａ＝13,665.83㎡ 

 158,260,904

(財源内訳) 

国庫支出金 

 158,105,275

一般財源 

   155,629

 

 

 

 

委託料     857,850

㈱サン設計静岡支社 

 

委託料    4,631,550

㈱ＦＢＪコンサルタント

 

委託料     63,105

 

用地費   126,337,372

補償費    25,923,600

事務費       447,427

 

９目 公平委 決算額          １２９，１８５円 

員会費 １ 委員報酬 

公平委員会委員 ３人 

平成21年度は、勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立ては

なかった。 

今後も、委員研修などを通じ、公正・公平な審査の実施に努める。 

開催状況 

開催日 内     容 

平成21年 

４月17日 

 (1) 平成20年度における勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関

する不服申立ての状況について 

 (2) 平成21年度静岡県公平委員会連合会総会及び平成21年度全国公平委

員会連合会東海支部総会について ほか 
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10目 住居表示 決算額        ８，０２９，５９６円 

整備費  １ 住居表示事務費 

平成20年度９月定例市議会で議決を受けた「島田中央第三地区土地区画整理事業地

の町の新設及び区域の変更」について、平成21年11月７日（換地処分の県告示の翌日）

に実施した。また「大字金谷、大字金谷河原地区（第二地区）の町の新設」について

は、11月定例市議会での議決を受け、平成22年２月15日に新町名による住所表示の変

更を実施した。 

住居表示審議会開催状況 

開催日 内     容 

平成21年 

９月24日 

 大字金谷、大字金谷河原地区（第二地区）の町の新設について諮問した

結果、実施すべきものと答申される。 

 

(1) 住居表示実施地区内の住居番号設定件数 

    93件（平成20年度 90件） 

 

(2) 住所変更等の証明書交付件数 

1,210件（平成20年度 686件）  

内訳：総務課交付  島田地区分  498件、金谷地区分 266件   

金谷北支所・南支所交付  金谷地区分  446件 

 

対策費  １ 委員報酬 

  島田市環境審議会委員 14人 

 環境基本計画に基づく進行管理等について協議及び報告を行った。 

 

平成21年度審議会開催日及び主な審議事項 

開  催  日 内           容 

平成22年２月８日 

・島田市環境報告書について（協議） 

・環境基本法に基づく大井川の環境基準の水域類型の見直

しについて（報告） 

・悪臭防止法に基づく規制基準の見直しについて（報告）

 

２ 環境保全対策事業 

(1) 環境監視測定・分析事業 

市民の生活環境を保全し、公害の発生を未然に防止するため、発生源を監視すると

ともに、大気や水質等の環境について定期的に測定調査を実施した。 

ア 大気 

初倉小学校、六合小学校及び県所有の島田大気汚染測定局（市役所）の３か所

において、自動大気測定機により風向風速、二酸化硫黄の一般大気環境測定を行

11目 環 境 決算額       １７，９９８，０２４円 
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った。 

島田大気汚染測定局においては、県が一般大気環境測定項目に加えオキシダン 

ト、一酸化窒素、二酸化窒素、窒素酸化物、メタン炭化水素、非メタン炭化水素、 

全炭化水素、浮遊粒子状物質の８項目について観測を行っている。 

また、夢づくり会館他２か所の硫黄酸化物調査では、二酸化鉛法による汚染度

判定基準において汚染第１度以下の軽微な汚染で、金谷南支所ほか８か所の二酸

化窒素調査結果（フィルターバッジ法）では、環境基準値を大幅に下回る状況で

あった。 

（単位：ppm） 

測定項目 年度 島田大気測定局 初倉小学校 六合小学校 

21 0.003 0.005 0.005

20 0.003 0.005 0.005
二酸化硫黄(日平均値) 

環境基準：0.04ppm以下
19 0.005 0.006 0.005

 

イ 水質 

環境保全協定を締結している市内15工場の水質立入検査を実施するとともに、

市内河川27地点の河川水を年間６回採取し分析調査した。環境基準設定水域の大

井川、菊川、湯日川、栃山川の代表的な指針であるＢＯＤ（生物化学的酸素要求

量）値についてはおおむね良好な水質であった。 

  

 ＢＯＤ(生物化学的酸素要求量)年平均値の推移        （単位：ppm） 

 

 

※ＢＯＤ：微生物によって水中の有機物が酸化分解される際に消費される酸素

の量を㎎／ℓ で表したもので、その数値が大きければ、その水中には汚濁物質

（有機物）が多く、水質の汚濁が高いことを意味する。 

   ※駿遠橋は平成20年度から測定した。 

 

ウ 騒音 

藤枝バイパス、国道１号、国道473号、県道島田金谷線、主要地方道島田吉田線、

市道中河町旗指線で交通騒音・交通量調査を実施した。 

0.0

2.0

4.0

6.0

環境基準値 2.0 3.0 2.0 5.0 3.0 3.0 2.0 2.0 

19年度測定値 0.5 1.0 3.1 0.6 1.9 0.5 0.9

20年度測定値 0.5 0.7 0.5 2.2 0.7 0.8 0.6 0.6

21年度測定値 0.5 1.0 0.7 0.9 0.7 2.7 0.6 0.8

水路橋 富士見橋 駿遠橋
七郎兵衛

橋
石田橋 道上橋 浅川橋 菊水橋
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
（昼間：午前６時～午後10時、夜間：午後10時～翌日午前６時） 

また、環境保全協定締結市内13工場について、定期的に工場騒音調査を実施し

た。いずれの工場においても協定値以下の測定値であった。 

測定値(dB) 環境基準(dB) 許容限度(dB) 実施 

時期 
実施場所 

昼間 夜間 昼間 夜間 昼間 夜間 

国道１号(野田1200-5) 66.9 61.0 70以下 65以下 
９月 

市道中河町旗指線(旗指513-3) 69.4 64.5 65以下 60以下 

国道473号(金谷河原376-5) 68.0 62.9 
11月 

国道１号藤枝バイパス(野田192) 66.7 63.9 

県道島田金谷線(中溝町1726-4) 66.9 61.5 
２月 

主要地方道島田吉田線(阪本1329-26) 71.7 66.9 

70以下 65以下 

75以下 70以下

 

エ 悪臭 

環境保全協定を締結している市内の工場のうち、操業に伴い臭気の発生する島

田地区の東海パルプ㈱島田工場とネスレマニュファクチャリング㈱島田工場及び

金谷地区における産業廃棄物収集運搬・処分業者の有限会社オカムラの臭気測定

を行い、悪臭防止対策の指導に努めた。 

[規制基準] 

 臭気指数規制（三点比較式臭気袋法） ※臭気指数＝10×log（臭気濃度） 

 

東海パルプ㈱島田工場  

測定場所 １ ２ ３ ４ 協定値 

臭気濃度 17 10未満 36 18 － 
９月実施 

臭気指数 12 10未満 16 13 15 

臭気濃度 10未満 12 10未満 10未満 － 
２月実施 

臭気指数 10未満 11 10未満 10未満 15 

 

ネスレマニュファクチャリング㈱島田工場 

測定場所 １ ２ ３ ４ 協定値 

臭気濃度 10未満 10未満 28 69 － 
９月実施 

臭気指数 10未満 10未満 14 18 15 

臭気濃度 10未満 19 10未満 10未満 － 
２月実施 

臭気指数 10未満 13 10未満 10未満 15 

 

有限会社オカムラ 

協定値
4 

月 

5 

月 

6 

月 

7 

月 

8 

月 

9 

月 

10

月 

11

月 

12

月 

1 

月 

2 

月 

3 

月 

指 数

18以下
<10 <10 15 17 14 <10 <10 18 18 20 <10 15 

濃 度

30以下
<10 <10 32 52 27 <10 <10 62 69 90 <10 29 

※悪臭防止法上の指数規制値は15以下／三者協定による規制値は臭気濃度30以下 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
オ ダイオキシン類 

地下水の実態調査を実施し、環境基準以下であった。 

           （単位：pg-TEQ/L） 

区 分 年度 場  所 調査結果 環境基準 

21 静岡県立島田商業高校 0.023 

20 島田市立北中学校 0.033 地下水 

19 島田市立金谷小学校 0.021 

1.000以下 

＜参考＞ 

pg-TEQ/L＝ＴＥＱは「毒性等量」を意味し、ダイオキシン類のなかで最も強い毒

性を有する２,３,７,８-四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性にあわせて換

算を行った濃度を表す。また、pg（ピコグラム）は、１兆分の１グラムを表す。 

 ※ポリ塩化ビニールなどの塩素原子を含むプラスチックを低い温度で燃焼させた

際に発生するといわれ、発がん性や生殖異常を引き起こすなどの毒性が報告さ

れている。 

 

(2) 環境啓発事業 

ア 環境月間事業 

市民の環境に対する意識を高めるため、環境フェアネットワーク島田の主催で

「環境フェア」を開催した。 

実 施 日 内        容 来場者数

平成21年６月６日(土) 

会場：プラザおおるり 

展示等参加団体数：26団体 

        事業所   10社 

        市民団体等 16団体 

        市環境課 

約400人

 

イ 市民環境塾の開催 

多くの市民が環境に関心を持つためのきっかけ作りとなる「基礎入門編」を、

市民グループ「しまだ環境ひろば」に委託して実施した。 

 開 催 日 受講者数 テーマ 

第１回 平成21年10月16日 ７人 間伐材を使って、マイ箸をつくろう 

第２回 平成21年11月22日 22人 菜の花を育てて、見て、使って楽しんで

第３回 
平成21年11月26日

平成21年12月３日
37人 ヒノキの間伐材でマイ箸をつくろう 

第４回 平成21年11月29日 40人 
ごみから海の環境と私たちの暮らし方を

考えよう 

第５回 平成22年１月18日 30人 
大型環境紙芝居 (花の子ちゃんと生ご

みくんとミミズくん) 

 

第６回 

 

平成22年１月20日 23人 大津谷川・白岩寺で野鳥を観察しよう 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

第７回 平成22年１月22日 18人 
｢生ごみを持っていくと花の苗がもらえ

る町｣を見に行こう！ 

第８回 平成22年１月27日 ８人 世界にたった一つのマイバックを作ろう

第９回 平成22年２月５日 30人 
大型環境紙芝居 (花の子ちゃんと生ご

みくんとミミズくん) 

第10回 平成22年２月27日 26人 
｢食の安心と安全・地産地消で健康生活｣

料理を作りながら環境を考えよう 

第11回 平成22年３月４日 42人 
エコミーハーのエコライフ入門 あなた

にぴったりの生ごみ処理法をえらぼう 

第12回 平成22年３月７日 32人 
市民が選んだしまだの里山30選の視察と

その保全研究 

 

ウ チャレンジ！しまだ環境ファミリー事業の開催 

普段の生活の中で、家庭でのちょっとした工夫により地球環境を守ることがで

きるということを普及するために、公募による参加家庭において、節電、節水な

どの取組を行った。 

参加者からは、「取組で学んだエコライフを継続して行っていく。」「環境に

対しての意識が向上した。」との感想が挙げられた。参加者同士の交流会におい

ては、参加者が各々の取組事例を紹介し、活発な意見交換が行われた。 

チャレンジ期間 参加家庭数 実     績 

平成21年７月１日 

    ～９月30日 
17家庭 

参加家庭全体の二酸化炭素の排出量が、前

年度と比較して618kg削減した。 

 

エ アース・キッズ事業の開催 

   子供たちがリーダーとなって、地球環境の状況を知り問題意識を持つことによ

り、家庭の中の環境リーダーとして家庭において地球温暖化防止に取り組んだ。 

実施学校名 参加人数等 
キックオフ
イベント 

セレモニー 

開 催 日 

実績（二酸化炭

素排出削減量）

第二小学校  63人（５年生） 10月20日 12月10日  70.8㎏ 

第四小学校 104人（５年生） ９月15日 11月16日  49.3㎏ 

神座小学校  20人（５年生） ９月７日 11月９日  28.8kg 

 

(3) 太陽エネルギー利用促進事業 

地球温暖化防止の啓発と推進のため、二酸化炭素を排出しないクリーンエネルギ

ーである太陽エネルギー利用機器の設置に対して補助金を交付した。 

 

ア 島田市住宅用太陽光発電システム設置費補助金 

太陽電池の最大出力１kwあたり３万円、20万円を限度として補助金を交付した。 
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年 度 
補助件数 

  (件) 

補助金額 

   (円)

平均出力 

   (kw)

平均設置単価 

 (千円/kw) 

補助対象総出力 

     (kw) 

21 79 9,726,000 4.12 604 325.53

20 65 7,135,000 3.68 673 239.35

 

イ 島田市住宅用太陽熱利用温水器設置費補助金 

太陽熱利用温水器の購入費及び設置工事に要する費用の20％以内で新設３万円、

付替１万円を限度として補助金を交付した。 

年 度 補助件数（件） 補助金額（円） 新設の件数(件) 

21 40 680,000 （14） 

20 86 1,950,000 （23） 

                              括弧内は再掲 

３  環境計画推進事業 

(1) 環境計画進行管理経費 

環境基本計画の着実な推進を図るとともに、その進捗状況を把握するため、進行

管理を実施している。 

進行管理の方法は、計画に定められた各取組項目についての実施状況を、環境取

組調査票の作成によって報告するものである。市民・市民グループ等の実施状況の

把握及び調査票の作成については、21年度は「環境市民くらぶ」に委託して実施し

た。なお、21年度からの進行管理については、20年度に実施した環境基本計画の中

間見直しにより取組項目や指標等について一部改正を行った、「第３章改訂版」に

基づくものである。 

作成した調査票を基に、市の環境管理委員会幹事会と、市民・市民グループ・事

業者等で構成する市民部会との間で、５つの部会に分かれて意見交換会を開催し相

互に進捗状況の検証を行った。 

進行管理の結果については、環境管理委員会及び環境審議会での審議を経た後、

島田市環境報告書に掲載し、市ホームページにおいても公表している。 

 

(2) 市役所環境管理推進経費 

 平成16年３月に策定した「島田市環境方針」及び「島田市地球温暖化防止実行計

画」(※)に基づき、すべての部署を実行組織として、環境保全のための取組を推進

している。 

 さらに、環境省が策定した環境マネジメントシステム「エコアクション21」を、

平成21年１月に島田庁舎について認証・取得した。認証・登録期間は２年間であり

１年後に中間審査、２年後に更新審査を受けることになっているため、21年度に中

間審査を受審した。今後は更新審査・中間審査にあわせて、認証取得範囲を段階的

に拡大していくとともに、すべての組織、職員に「エコアクション21」に対する意

識の高揚を図っていく必要がある。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
また、平成20年12月から、毎月第３金曜日を「中部五市統一ノーカーデー」と定

め、通常より環境負荷の少ない交通手段による通勤をすることにより、温室効果ガ

スの削減に努めている。21年度の平均実施率は45.4%であり、二酸化炭素削減量は全

体で6,512.14ｋｇであった。 

 

※計画の概要 

○計画の期間  平成16年度(旧島田市)から平成22年度の７年間とする。 

○計画対象分野 原則として市のすべての事務・事業とする。 

○全体目標   温室効果ガス(注１)の排出量を、平成16年度を基準として目標

年の平成22年度までに7.8％削減する。 

(注１)二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、フロン類など 

平成21年度開催の委員会等 

開 催 日 会議等名称 内容 

平成21年10月22日 

  ～ 11月４日 

（延べ５回） 

環境管理委員会幹事会 

(５部会幹事＝関係課所属長)

環境基本計画後期（平成21～24

年度）のうち平成21年度の取組状

況を確認・評価した。 

平成21年11月19日 

  ～ 12月15日 

（延べ５回） 

環境基本計画の進行管理に係

る意見交換会(市民部会) 

(５部会幹事会） 

環境基本計画の進行管理につい

て、市民部会と庁内部会とで５つ

の部会ごとに意見交換会を行っ

た。 

平成22年１月19日 

第１回環境管理委員会 

（環境管理委員会委員＝部長

職） 

協議事項 

①島田市環境報告書(平成21年度

版)(案)について（承認） 

報告事項 

①環境基本法に基づく大井川の

環境基準の水域類型の見直しに

ついて（承認） 

②悪臭防止法に基づく規制基準

の見直しについて（承認） 

エコアクション21認証登録に係る取組経過 

開 催 日 会議等名称または取組み 内容 

平成21年11月16日 
エコアクション21実務研修

会（環境管理推進員） 

エコアクション21にあたっての取組

について(実務研修） 

平成22年１月20日 書類審査 
島田市環境活動レポートを審査機関

に提出した。 

平成22年１月26日 中間審査 

①環境経営システムの構築・運用状

況、改善事項に係るヒアリング②各

部課の環境目標・計画・取組状況等

に係るヒアリング ほか 

平成22年２月26日 環境監査員研修 

①エコアクション21の概要について

②エコアクション21の要求事項につ

いて 

平成22年２月26日 内部環境監査 
環境方針の周知状況、記録の保管状

況、取組の実施状況について 
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４ 環境保全資金貸付金利子補給金 

島田市では、県の指導により環境保全対策の措置を行い、県環境保全資金を借り受

けた中小企業者に対して、借入れ利率から県の補給金利率を差し引いた残りの利子相

当額について、2.7％を限度として利子補給金を交付している。 

環境保全資金貸付金利子補給金の状況 

年度 借入期間 利子補給 
件数(件) 利子補給金額(円) 

21 Ｈ21．４．１～Ｈ22．３.31 0 0

20 Ｈ20．４．１～Ｈ21．３.31 2 91,400

 

５ 苦情処理 

市民から申立てのある公害苦情は多種多様で、紛争に発展する場合もあるため、状

況に応じた調査・測定を行い、適切かつ迅速な処理に努めた。 

苦情の内訳では、ダイオキシン問題への市民の関心の高まりにより、野焼きによる

ばい煙（大気）の苦情が最も多かった。 

                              (単位：件) 

年 度 大気 水質 土壌汚染 騒音 振動 地盤沈下 悪臭 その他  計 

21 32 10 0 12 0 0 8 1 63 

20 24 6 0  5 0 0 9 6 50 

 
12目 市 民 決算額      １７，４５３，３５７円 

相談費 １ 市民相談事業 

平日に実施した常設相談（一般相談・消費生活相談）と毎週水曜日(第５水曜を除 

く。)に実施した行政相談委員、人権擁護委員、弁護士、司法書士、税理士、宅建協会

による定例相談により行政相談、民事・家事相談、交通事故相談、消費生活相談等を

行った。 

主な相談は、一般相談では民事・家事のサラ金・金銭貸借、相続・贈与、離婚・離

縁、家庭問題で、消費生活相談では店舗での商品購入及び契約に係るトラブル、携帯

電話でのアクセストラブル、電話勧誘による商品販売方法である。 

また、相談件数は、一般相談では相続が増加し、サラ金・金銭貸借、家庭問題が減

少したため微増となり、消費生活相談では携帯電話でのアクセストラブル、電話勧誘

による不動産投資が増加し、携帯電話による架空請求、インターネット関係の相談が

減少したことにより、全体の相談件数は前年度より僅かに減少した。 
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  平成21年度相談員別・項目別 相談受付件数          （単位：件） 

民 事 ・家 事 相 談  

 

 

 

 

 

 

 

行 

政 

相 

談 

相

続 

・ 

贈

与 

不

動

産

関

係 

離

婚

・

離

縁

相

隣

関

係 

サ

ラ

金 

・ 

金

銭

貸

借 

家

庭

問

題 

労 

働 

問 

題 

人

権

問

題 

そ 

の 

他 

交 

通 

事 

故 

相 

談 

消 

費 

生 

活 

相 

談 

合 

 

 

 

計 

常 

設 
市民相談室 50 184 87 154 77 148 144 20 10 58 36 645 1,613

弁 護 士 2 6 20 18 7 18 6 5 1 28 24 0 135

司法書士 0 24 13 0 0 7 0 0 0 4 0 0 48

税 理 士 0 12 4 1 0 0 0 0 0 3 0 0 20

行政相談委員 3 2 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0 8

人権擁護委員 0 9 1 3 3 3 5 0 3 3 0 0 30

定
例
相
談(

水
曜
日)

 

宅建相談 0 0 8 0 1 0 0 0 0 0 0 0 9

特  

設 

弁護士 

（多重債務相談） 
0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1

小 計 5 53 46 22 12 30 11 5 4 39 24 0 251

平成21年度合計 55 237 133 176 89 178 155 25 14 97 60 645 1,864

平成20年度合計 60 191 133 180 83 205 176 28 25 95 41 650 1,867

 

２ 消費者保護事業 

より賢い消費者として自立することを目指すとともに、悪質商法等の被害者になら

ないよう次の事業を行った。 

事 業 名 実施日、回数等 参加人員等 事業の内容 

消費生活モニター活動 
定例会議 ５回 

視察研修 １回 
委嘱  11人 

・市内の主要生活物資価格を22店舗

で17品目の動向調査を行い、県へ

報告した。 

・消費者行政施策や消費生活につい

て、モニター通信により１件の情

報、意見、要望が寄せられた。 

・学習会の開催や視察研修を行い、

消費者としての知識を深めた。 

 

 

 

項
目 

相
談
員
別 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

生活用品活用バンク事

業 

開設日 

 毎週火、木曜日

利用者 

 延べ 776人 

家庭で不用になったもので、利用可

能なものの提供者を紹介し、再利用

を促進するとともに、資源節約意識

の向上を図った。事業の運営は、島

田市消費者グループへ委託した。 

 ・譲ってください 398件 

 ・譲ります    378件 

 ・成立      188件 

消費者啓発街頭キャン

ペーン 

４月20日 

５月19日 

12月８日 

島田市消費者

グループ 

金谷ライフク

リエーターサ

ークル ほか 

５月の消費者月間と年末の消費者被

害防止キャンペーン時に街頭で啓発

チラシ等を配布し、悪徳商法への注

意を呼びかけた。 

消費者被害未然防止移

動講座 
随時 21回 延べ 739人 

老人クラブ、民生・児童委員、消費

者モニターを対象に、悪徳商法の手

口やその被害に遭わないための心構

えについて講座を開催した。 

島田市消費者

グループ 

会員数 22名 

消費者グループが主体となって開催

する視察研修、学習会、フリーマー

ケット、くらしのフェア等のイベン

トについて、事業の準備から実施ま

でを協力して行い、賢い消費者の育

成のための学習活動を支援した。 

金谷ライフク

リエーターサ

ークル 

会員数 45名 

消費者街頭啓発キャンペーンや視察

研修について、事業の準備から実施

までを協力して行い、賢い消費者育

成のための学習活動を支援した。 

消費者団体の学習支援  年間 

川根消費生活

桜美会 

会員数 41名 

視察研修等について、事業の準備か

ら実施までを協力して行い、賢い消

費者育成のための学習活動を支援し

た。 

訪問販売禁止板配付 

川根地区対象 

申込：３月15日～

随時受付 

配付枚数 49枚 

悪質な訪問販売等による被害を最小

限に防止するため、65歳以上の高齢

者を対象に訪問販売禁止板を希望者

に配付した。 

くらしのフェア開催 
10月17日(土) 

プラザおおるり 
約440人 

「考えよう 地球環境にやさしいく

らし」をテーマに、市民に対するく

らしの情報提供と啓発を目的として

くらしのフェア実行委員会が実施し

た。 

15の消費者グループ・団体が参加し

テーマに沿った展示・実演により、

食・環境等を市民にアピールした。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
３ 防犯対策事業 

          (1) 防犯まちづくり 

            平成21年の犯罪認知件数は789件で、平成15年以降７年連続で減少している。 

            大きな要因として地域防犯・職場防犯などの意識が高まり、地域・企業・各種団

体などにおいて、様々な防犯活動や犯罪抑止の取組みが実施されたことが挙げられ

る。 

            地域防犯活動の一環として実施されている防犯パトロールや子どもの見守り活動

等は、犯罪者・不審者への牽制、子どもや女性などへの安心感の醸成、犯罪抑止な

ど、市民の安心安全な生活を守るために大きな役割を果たしている。 

            市は、地域防犯活動を推進するための組織づくりを進め、初倉地区・六合地区・

北部地区・川根地区・金谷地区において地区安全会議が組織化され、地域防犯活動

を展開している。また、多くの自治会においても地域防犯活動が実施されている。 

            このような活動の支援事業として、地域防犯パトロール活動事業補助金、防犯意

識の高揚や犯罪被害に遭わないためのノウハウを学ぶ防犯講座等を実施した。 

 

事 業 名 実施日、回数、参加人員等又は内容 

 平成20年度 18回  846人 
防犯まちづくり講座 

 平成21年度 26回 1,017人 

青色回転灯装着車両に 

よる防犯パトロール事業 

毎月第３金曜日・随時 

主に児童の下校時におけるパトロールを実施 

平成19年度 16団体 480,000円 

平成20年度 19団体 538,000円 
地域防犯パトロール 

活動事業補助金交付事業 

（平成21年度で終了） 平成21年度  22団体 622,000円 ※組織の着実な増

加 

防犯まちづくり補助金 
防犯パト補助金の継続事業として「防犯まちづくり補

助金」交付要綱を策定し、平成22年度から施行する。 

その他の事業 

・明るく安心して暮らせるまちづくり市民大会の開催 

・防犯まちづくり暴力追放推進協議会の開催 

・自転車盗防止(ツーロック)を始めとした各種の

キャンペーン活動 

・同報無線による「振り込め詐欺」被害防止広報 

・くらしのフェアにおいて防犯コーナーの設置 

 

 (2) 暴力追放 

   島田市においては暴力団の活動について特別な動きは報告されておらず、比較的 

  平穏に推移している。 

   暴力団は民事係争への介入、ヤミ金、また、近年では、振り込め詐欺組織の多く 

  に暴力団が関係することが分かっている。 

   市内への暴力団（組事務所、その他これに類する拠点施設）の進出阻止、暴力追 

  放運動の推進をはかり、市民が明るく安心して暮らせるまちをつくるため、これま 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
  で以上に警察との連携を密にして情報の収集を行い、関係団体への情報提供・情報 

  共有などに努める。 

事 業 名 実施日、参加人員又は内容 

島田市防犯まちづくり 

  暴力追放推進協議会 
10月30日（金） 50人 

明るく安心して暮らせる

まちづくり市民大会 
11月14日（土） 400人 夢づくり会館 

暴追センター評議員会 ６月18日（木） ２月16日（火） 

暴力追放県民大会 11月19日（木） 委員４名 三島市 

 

13目 諸 費 決算額       ５８，７１５，７７０円 

１ 町内会組織支援費 

(1) 町内会組織助成金 

ア 防犯灯補助金 

年度 項   目 灯  数(基) 補助金額(円) 

設置費 121 1,820,500

維持費（電気料） 7,309 5,541,40021 

合 計 7,361,900

設置費 131 2,097,700

維持費（電気料） 7,295 5,541,80020 

合 計 7,639,500

 

イ 公会堂整備事業費補助金 

年度 項 目 件数(件) 補助金額(円) 備  考 

新 築 0 0  

修 繕 47 10,552,000 中河町会館ほか 

備品購入 12 590,000 岡田公会堂ほか 
21 

合 計 59 11,142,000  

新 築 1 8,000,000 高島町公民館 

修 繕 21 3,990,000 下湯日公民館ほか 

備品購入 2 376,000 中町公民館ほか 
20 

合 計 24 12,366,000  

            

ウ ポスター等掲示場設置事業費補助金 

年度 件数(件) 補助金額(円) 備  考 

21 10 516,000 岸町自治会ほか 

20 8 435,000 大代自治会ほか 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
エ コミュニティ助成事業補助金 

年度 件数(件) 補助金額(円) 備  考 

21 1 15,000,000 東町自治会（東町公会堂新築）

20 0 0  

 

 
22目 地域 決算額     ２５５，５６２，３８６円 

コミュニティ   住民の主体的な活動拠点の確保と合併に伴う行政窓口の拡充による住民サービスの

施設建設費   に資するため、五和地区に地域交流センターを建設した。 
      これにより旧市町のコミュニティ拠点施設の格差是正を行った。 

 
１ (仮称)五和地域交流センター建設事業              (単位：円) 

事 業 の 概 要 事 業 費 備     考 

建築工事 146,475,000 ㈱尾坂工務店 

電気設備工事 23,901,919
㈱暁電工 

㈱日本連合警備 

機械設備工事 32,567,850 ㈱東海フォレスト 

外構工事 40,810,350 山岸建設㈱ 

 

 

工 

事 

請 

負 

費 

小 計 243,755,119  

監理業務委託 4,725,000 ㈱塚本設計 

備品購入費 

（什器･電化製品等） 
6,054,142

㈱富士ビジネスマシン 

㈱ホーエー家電 

㈱オカムラ 

各種検査手数料 41,300 確認申請変更・完了検査 

その他事務費 986,825
 

 

計 255,562,386

(財源内訳） 

市町村合併推進体制整備費補助金 

62,000,000

市債（合併特例事業債） 

176,500,000

一般財源 

17,062,386
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

23目 定額給付 決算額    １，６１２，１５３，６１６円 

金給付事業費 １ 定額給付金給付事業（繰越明許） 

景気後退下での住民の生活支援と地域の経済対策に資するため、定額給付金を給付

する事業を行った。 

対 象 者：平成21年２月１日に島田市の住民基本台帳に登録されている者 

平成21年２月１日に外国人登録原票に登録されている者 

給 付 額：65歳以上の者及び18歳以下の者は一人20,000円 

上記以外の者は一人12,000円 

申請期間：平成21年３月30日から平成21年９月30日まで 

申請方法：原則郵送。窓口受付は５月から開始した。 

給付方法：原則口座振込。現金給付は７月から開始した。 

財  源：国庫補助金 補助率10／10 

給付状況 

年度 区分 世帯数（世帯） 金額（円） 

給付対象世帯 35,702 1,598,844,000

うち給付申請受付世帯 35,162 1,590,400,00021 

申請辞退世帯 540 8,444,000
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２項 徴税費  決算額      ４３２，０６９，５８７円 

  １目 税 務  決算額      ２６２，６３９，６００円 

総務費  １ 市税の概要 

当市の市税収入は147億4,081万円で、収納率は93.64％であった。個々の税につい

ては、次のとおりである。 

(1) 個人市民税は、世界的な金融危機と実体経済の悪化がマイナスの相乗作用を強め

て平成20年下半期から県内経済を直撃し、県内景気が下向きの方向で進み雇用環境

等が悪化したことから、給与、営業等全ての所得区分において減収となった。 

(2) 法人市民税は、世界的な経済不況等による影響が継続していることにより、企業

の業績は回復の兆しがなく昨年度同様に大幅な減収となった。 

(3) 固定資産税のうち、土地については、ここ十数年続いている地価の下落により評

価額は下がっているものの、負担調整措置により税額の基礎となる課税標準額が上

昇したため、前年並みとなった。家屋については、３年に１度の評価替えに伴い在

来家屋の減価償却による評価額の下落により減収となった。償却資産については、

新規の設備投資が前年よりも増加したため増収となり、固定資産税全体では増収と

なった。 

(4) 軽自動車税は、ここ数年原動機付自転車が減少したものの、税率の高い軽自動車

（自家用四輪乗用）が増加したことにより増収となった。 

(5) 市たばこ税は、消費本数が減少し減収となった。 

(6) 都市計画税は、固定資産税の土地と同様の増収要因と金谷地区において合併時か

ら税率を段階的に（平成21年度は、0.28％から0.30％）引き上げたことによる増収

要因があるものの、固定資産税の家屋と同様の減収要因が大きく全体では減収とな

った。 

(7) 入湯税は、平成21年４月から田代の郷温泉が営業を開始したことにより、大幅な

増収となった。 

 

２ 税目別収入状況（現年課税分＋滞納繰越分） 

収 入 歩 合     (％) 区 分 

税 目 

予 算 額     

Ａ (千円)

調 定 額     

Ｂ (千円)

収 入 額      

Ｃ (千円) Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ 

市  民  税 5,823,424 6,471,459 6,081,112 104.43 93.97

固 定 資 産 税 6,443,698 7,303,153 6,789,699 105.37 92.97

軽 自 動 車 税 194,741 221,667 210,608 108.15 95.01

市 た ば こ 税 421,517 446,181 446,181 105.85 100.00

特別土地保有税 3 0 0 0.00 0.00

都 市 計 画 税 1,112,903 1,222,866 1,136,412 102.11 92.93

入 湯 税 63,601 76,797 76,797 120.75 100.00

合 計 14,059,887 15,742,123 14,740,809 104.84 93.64

※金額は千円未満を四捨五入、比率は小数点以下第３位を四捨五入 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
３ 市民１人及び１世帯当たり税収入額（現年課税分） 

１人当たり （円） １世帯当たり（円） 区分 

 

年度 

人 口 

（人） 

世帯数

（戸） 市民税
固 定

資産税

その他

の税 
市民税 

固 定

資産税

その他

の税 

21 103,367 35,268 58,122 64,997 17,952 170,349 190,501 52,616

※人口及び世帯数は、平成22年３月31日現在(人口、世帯数には、外国人を含む｡) 

※１人及び１世帯当たりの額は、税収入額により算出 

※その他の税：軽自動車税、市たばこ税、特別土地保有税、都市計画税、入湯税 

 

  ２目 賦 課  決算額      １６９，４２９，９８７円 

徴収費 １ 課税事務費 

(1) 市民税課税事務費 

ア 市民税納税義務者数 

個人市民税（人） 法人市民税（社）  区分

 

年度 
均等割

の  み

  均等割＋ 

   所得割 
計 

均等割

の  み

均等割＋ 

法人税割 
計 

21 4,477 49,001 53,478 1,406 701 2,107

20 4,451 49,392 53,843 1,298 844 2,142

 

イ 個人市民税納税義務者１人当たり税負担額（現年課税分） 

個  人  市  民  税 区分

年度 納税義務者数(人) 調 定 額(円) １人当たり税負担額(円)

21 53,478 5,419,083,100 101,333

20 53,843 5,489,654,700 101,957

 

ウ 法人市民税資本金等の金額段階別調定額（現年課税分） 

税    額        （円） 年

度 

       区 分

資本金等 

法人数

（社） 法人税割 均 等 割     計 

１億円超の法人         199 210,678,200 99,031,900 309,710,100

１億円以下の法人 1,908 280,867,800 126,157,200 407,025,00021 

計 2,107 491,546,000 225,189,100 716,735,100

１億円超の法人         219 287,250,100 111,428,800 398,678,900

１億円以下の法人 1,923 399,339,100 127,139,200 526,478,30020 

計 2,142 686,589,200 238,568,000 925,157,200
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(2) 資産税課税事務費 

ア 固定資産税納税義務者数（区分ごと）           （単位：人） 

区分

年度 
土    地 家    屋 償 却 資 産 

21 29,443 30,602 1,276

20 29,434 30,514 1,319

※法定免税点以上のもの 

 

イ 固定資産税納税義務者１人当たり税負担額（現年課税分） 

固  定  資  産  税              区分

年度 納税義務者数(人) 調  定  額      (円) １人当たり税負担額(円)

21 41,755 6,809,926,000 163,092

20 41,863 6,777,661,100 161,901

※国有資産等所在市町村交付金及び納付金を除く。 

 

ウ 新築住宅等の軽減状況 

区分

年度 
個  数（個） 床 面 積（㎡） 軽 減 税 額（円） 

21 2,182 200,202 83,807,000

20 2,201 203,705 88,506,000

 

エ 都市計画税納税義務者１人当たり税負担額（現年課税分） 

都 市 計 画 税              区分

年度 納税義務者数(人) 調  定  額      (円) １人当たり税負担額(円)

21 34,696 1,140,578,000 32,873

20 34,586 1,145,190,300 33,111

 

オ 国有資産等所在市町村交付金及び納付金状況  （単位：円） 

国有資産 県有資産 計 区分 

年度 件数 交付金額 件数 交付金額 件数 交付金額 

21 4 4,062,100 2 4,485,400 6 8,547,500 

20 4 4,056,000 2 4,518,200 6 8,574,200 

 

カ 特別土地保有税賦課状況 

平成15年度の税制改正に伴い、平成15年４月１日から新規課税停止となった。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
キ 標準宅地の不動産鑑定評価時点修正業務 

平成22年度標準宅地の時点修正のための鑑定評価を実施した。 

鑑定評価の内容は、市内495地点（島田地区320地点、金谷地区147地点、川根

地区28地点）を実施し、全地点で下落となった。 

（単位：円） 

業務名称 契約期間 内  容 決 算 額 委 託 先 

標準宅地の不動産鑑定評価

時点修正業務 

21.６.16～ 

 21.９.30

標準宅地495地点 

の鑑定評価 
6,237,000 

静岡県不動産鑑定 

協同組合 

 

ク 地番図修正業務委託 

土地改良及び地籍調査が終了した地区の地番図を修正し、固定資産情報管理シ

ステムに、地番図デジタルデータを追加作成した。 

（単位：円） 

業務名称 契約期間 内  容 決 算 額 委 託 先 

地番図修正業務委託 
22.２.10～ 

 22.３.23

地番図形データ構

造化編集及び地番

図出力等 

2,730,000 ㈱パスコ静岡支店 

 

ケ 固定資産基礎資料整備業務委託 

合併に伴い、適正・均衡のある課税を推進するため、川根家山地区の固定資産

情報管理システムに、地番図デジタルデータを追加作成した。 

（単位：円） 

業務名称 契約期間 内  容 決 算 額 委 託 先 

固定資産基礎資料整備

業務委託 

21.11.４～ 

    22.２.26

地番図形データ構造

化編集及び地番図出

力等 

3,885,000 ㈱パスコ静岡支店 

 

コ 名寄帳マイクロフィルム作成業務委託 

土地・家屋名寄帳の保管管理等の改善と利用の高度化を目的として平成18年度

から実施している業務で、平成21年度においては、旧金谷町で使用していた平成

２年度及び旧川根町で使用していた平成14年度から平成16年度までの名寄帳のマ

イクロフィルムを作成し、法的証拠能力を確保して原本同様に取り扱うことを可

能にした。 

（単位：円） 

業務名称 契約期間 内  容 決 算 額 委 託 先 

名寄帳マイクロフィ

ルム作成業務委託 

21.11.20～ 

 22.３.19

名寄帳のマイクロフィル 

ムの作成及び検索リスト 

の作成 

2,667,000 ㈱工業複写センター
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(3) 諸税課税事務費 

ア 軽自動車課税台数                     （単位：台） 

区分

年度 
原動機付自転車 軽自動車 

小型特殊

自 動 車    

二輪の小型

自 動 車      
計 

21 8,922 32,810 1,098 1,702 44,532

20 9,097 31,820 1,097 1,647 43,661

 

イ 市たばこ税賦課状況 

課 税 標 準 区分

年度 旧３級品(本) 旧３級品以外(本) 計(本) 

納税義務

者(社) 

21 1,603,320 134,528,070 136,131,390 4

20 1,627,260 141,479,002 143,106,262 4

 

 

ウ 入湯税の入湯者数 

区分

年度 
特別徴収義務者数 入湯者数 特別徴収義務者名 

21 2 511,983
田代の郷温泉 

川根温泉 

20 1 359,742 川根温泉 

 

エ 証明発行件数   

平成21年４月１日～平成22年３月19日（旧システム）       （単位：件） 

市役所 

税務課 

金谷南支所 

市民係 

金谷北支所 

市民係 

川根支所 

市民係 
       区 分

 

 

種 別 

8:30～ 

17:30 
17:30～

19:00 
8:30～

17:30

17:30～

19:00 
8:30～

17:30

時間外 

なし 

8:30～ 

17:30 

17:30～

18:00 

土 地 2,365 15 496 128価格 

通知 家 屋 842 9 99 46

土 地 745 55 63 52評価 

証明 家 屋 557 22 46 37

土 地 216 3 9 1公課 

証明 家 屋 104 1 0 1

軽自動車税 2,711 18 236 9 568 331 0納税 

証明 市県民税等 633 13 31 4 50 28 0

所得証明 7,751 146 280 23 869 375 5

課税証明 26 0 7 5 41 1 0

営業証明 46 0 1 3

専用住宅証明 322 2 19 4

家屋所在証明 19 0 0 0

狩猟者関係 2 0 2 7

軽油引取税 10 0 3 0

閲  覧 2,039 0 0 52

交  付 2,176 0 0

 

126

合  計 20,564 177 661 41 2,266  1,192 5
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

平成22年３月23日～平成22年３月31日（新システム）       （単位：件） 

市役所 

税務課 

金谷南支所 

市民係 

金谷北支所 

市民係 

川根支所 

市民係 
       区 分

 

種 別 
8:30～ 

17:30 
17:30～

19:00 
8:30～

17:30

17:30～

19:00 
8:30～

17:30

時間外 

なし 

8:30～ 

17:30 
17:30～

18:00 

価格通知(土地・家屋) 34 2 0 0

評価証明(土地・家屋) 42 0 0 1

公課証明(土地・家屋) 2 0 0 0

課税台帳記載事項証明

(固定) 
1 0 0 0

資産証明 0 0 0 0

所得・課税証明 135 3 14 1 12 5 0

非課税証明 7 0 2 0 0 0 0

所得証明(世帯) 2 0 0 0 0 0 0

所得証明(奨学金) 2 0 0 0 0 0 0

所得証明(児童手当) 13 0 0 0 0 0 0

所得証明(児童扶養手当) 0 0 0 0 0 0 0

課税台帳記載事項証明

(世帯) 
1 0 0 0 0 0 0

軽自動車税 142 0 14 0 12 13 0納税 

証明 市県民税等 32 0 1 0 1 1 0

完納証明 1 0 0 0 0 0 0

課税証明(固定) 0 0 0 0 0 0 0

営業証明 2 0 0 0

専用住宅証明 24 0 1 0

家屋所在証明 0 0 0 0

狩猟者関係 0 0 0 0

軽油引取税 0 0 0 0

閲  覧 39 0 0 2

交  付 33 0 0

 

5

合  計 512 3 33 1 26  27 0

 

２ 徴収事務費 

(1) 市税の滞納額 

個人市民税 
固定資産税 

都市計画税 
その他の税 計 

  区分 

 

年度 件数 税額(円) 件数 税額(円) 件数 税額(円) 件数 税額(円) 

15以前 1,421 29,990,887 1,119 198,498,890 230 1,063,923 2,770 229,553,700

16 611 6,725,194 531 33,962,267 115 508,506 1,257 41,195,967

17 1,470 28,618,756 835 41,253,753 236 1,184,529 2,541 71,057,038

18 2,243 24,228,432 1,118 42,365,665 333 2,055,900 3,694 68,649,997

19 3,432 64,944,427 1,647 62,537,549 415 2,966,180 5,494 130,448,156

過
年
度
分 

20 4,801 91,040,149 2,407 87,092,671 545 3,026,760 7,753 181,159,580
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

21 

(現年度分) 
7,021 124,587,573 3,548 110,653,107 982 6,833,400 11,551 242,074,080

計 20,999 370,135,418 11,205 576,363,902 2,856 17,639,198 35,060 964,138,518

※その他の税は、法人市民税、軽自動車税 

※20年度以前の滞納は、承継されたものである。 

※現年度分の滞納は、平成22年５月末現在のものである。 

 

(2) 不納欠損処分税目別内訳 

個人市民税 法人市民税 
固定資産税 

都市計画税 
軽自動車税 

区分

年度    件数 税額(円) 件数 金額 件数 税額(円) 件数 税額(円) 

15以前 165 4,773,186 20 1,032,500 57 6,780,100 9 29,400

16 460 4,235,491 15 687,400 75 4,511,775 70 276,800

17 36 1,138,319 0 0 15 6,038,900 6 17,800

18 28 118,924 0 0 13 3,284,200 6 12,000

19 19 99,983 1 14,100 11 1,860,606 3 6,000

過
年
度
分 

20 23 733,044 1 129,100 4 1,012,300 0 0

21(現年度分) 21 327,715 0 0 1 55,900 0 0

計 752 11,426,662 37 1,863,100 176 23,543,781 94 342,000

※不納欠損額合計37,175,543円  

 
(3) 不納欠損処分に係る法令該当条項 

区分 

条 項 

個  人

市 民 税
法人市民税 

固定資産税 

都市計画税 
軽自動車税 

件  数 30 0 2 9地 方 税 法 

第15条の７第４項 金額(円) 4,320,312 0 28,000 15,000

件  数 152 2 72 18地 方 税 法 

第15条の７第５項 金額(円) 2,583,098 143,200 21,218,281 51,800

件  数 570 35 102 67地 方 税 法 

第 18 条 第 １ 項 金額(円) 4,523,252 1,719,900 2,297,500 275,200

 

(4) 滞納処分執行状況                       （単位：件） 

 

 年 度 

区 分 

 

不  動  産

土地・家屋
債  権     電話加入権 計 

差 押 46 88 0 134
    21 

解除等 20 53 2 75

差 押 30 86 0 116
20 

解除等 42 78 0 120
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(5) 市税の減免に関する状況                    (単位：円) 

個人市民税 法人市民税 
固定資産税  

都市計画税 
軽自動車税 計 区分

年度 
件数 減免額 件数 減免額 件数 減免額 件数 減免額 件数 減免額 

21 5 225,100 8 400,000 11 1,262,400 228 1,450,000 252 3,337,500

20 4 297,800 9 441,600 11 1,196,600 207 1,280,400 231 3,216,400

 

(6) 口座振替利用の状況                     （単位：千円） 

振 替 請 求 振 替 実 績 
年 度 税   目     

件 数 税  額     件 数 税  額     

振替率

（％）

利用率

（％）

市 県 民 税     （普通徴収） 50,166 1,658,531 46,772 1,535,980 93.2 52.3

固定資産税・都市計画税 114,978 4,404,806 110,633 4,280,086 96.2 67.6

軽自動車税 15,083 69,851 14,427 66,511 95.7 33.2
21 

計 180,227 6,133,188 171,832 5,882,577 － －

市 県 民 税     （普通徴収） 48,767 1,680,410 45,539 1,558,236 93.4 52.9

固定資産税・都市計画税 114,302 4,341,793 109,762 4,213,141 96.0 68.4

軽自動車税 14,782 67,484 14,156 64,320 95.8 34.1
20 

計 177,851 6,089,687 169,457 5,835,697 － －

※再振替分を含む。 

※振替率は、振替実績件数を振替請求件数で除したものである。 

※利用率は、振替請求件数を調定件数で除したものである。 

 

３ 緊急雇用創出事業【平成21年度新規事業】 

(1) 償却資産申告書受付事務補助事業 

内  容：償却資産申告書の受付事務補助 

雇用期間：平成22年１月４日から平成22年３月31日まで 

雇用人数：１人 

 

(2) 管理収納システムデータ移行補助事業 

内  容：オンラインシステムの更新に伴う、データ移行の確認作業 

雇用期間：平成22年１月４日から３月31日まで 

雇用人数：１人 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

３項  戸籍住民

基本台帳費 
決算額      １６８，３３８，２０２円 

  １目 戸籍住

民基本台帳費 
決算額      １６８，３３８，２０２円 

     １  戸籍住民基本台帳費 

(1) 戸籍 

ア  戸籍数及び戸籍人口（平成 22 年３月31日現在） 

戸籍数（戸籍） 戸籍人口（人） 

44,903 115,369

 

イ  戸籍全部事項・個人事項証明等交付状況 

区 分 取扱窓口 有料分（件） 無料分（件） 手 数 料（円）

本  庁 15,596 996 7,018,200

金谷南支所 1,182 2 531,900

金谷北支所 1,932 3 869,400

川根支所 904 1 406,800

初倉行政サービスセンター 605 0 272,250

戸 籍 

六合行政サービスセンター 296 0 133,200

本  庁 9,613 1,917 7,209,750

金谷南支所 601 1 450,750

金谷北支所 1,166 8 874,500

除籍・ 

改製原戸籍 

川根支所 642 3 481,500

本  庁 254 1 89,950

金谷南支所 33 0 11,550

金谷北支所 27 0 9,450
証明等 

川根支所 9 0 3,150

計  32,860 2,932 18,362,350

 

ウ  戸籍の届出状況（送付を含む）                  （単位：件） 

区 分 取扱窓口 出生 
死亡

失踪
婚姻 離婚 入籍 転籍

養子 

縁組 

養子 

離縁 
その他 計 

本  庁 837 859 1,160 236 212 489 113 31 279 4,216

金谷南支所 16 125 28 6 5 17 0 0 8 205

金谷北支所 63 78 16 5 5 43 5 1 7 223

本籍人 

届 出 

川根支所 18 81 11 2 3 2 1 0 0 118

本  庁 210 75 52 11 0 1 5 0 16 370

金谷南支所 8 4 0 0 0 0 0 0 0 12

金谷北支所 21 6 1 0 0 0 0 0 1 29

非本籍 

人届出 

川根支所 1 5 1 0 0 0 0 0 0 7

  計  1,174 1,233 1,269 260 225 552 124 32 311 5,180
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
エ  民事・刑事関係取扱状況      （単位：件） 

身分調書関係（叙勲及び表彰） 66

身分調査関係 1,537

 

オ  相続税法第58条通知書取扱状況   （単位：件） 

年間取扱件数 1,089

 
(2) 住民基本台帳 

ア  住民基本台帳人口・世帯数（各年度３月31日現在）    (外国人を除く) 

年度 区 分 人 口（人） 男（人） 女（人） 世帯数（世帯）

島田地区 76,117 37,271 38,846 26,500

金谷地区 20,248 9,970 10,278 6,392

川根地区 5,814 2,879 2,935 1,808

21 

年 

度 
計 102,179 50,120 52,059 34,700

島田地区 76,378 37,397 38,981 26,325

金谷地区 20,368 10,033 10,335 6,372

川根地区 5,896 2,918 2,978 1,804

20 

年 

度 

計 102,642 50,348 52,294 34,501

 
イ  住民基本台帳届出等の状況                      （単位：件） 

年度 取扱窓口 転 入 転 居 転 出 世帯変更 計 

本  庁 1,472 1,223 1,517 252 4,464

金谷南支所 60 48 71 65 244

金谷北支所 164 128 176 68 536

川根支所 39 23 42 36 140

21 

年 

度 

計 1,735 1,422 1,806 421 5,384

本  庁 1,719 1,219 1,552 256 4,746

金谷支所 232 220 299 180 931

川根支所 66 73 48 33 220

20 

年 

度 
計 2,017 1,512 1,899 469 5,897

 

ウ  住民票謄・抄本等交付状況 

区   分 取扱窓口 有料分（件） 無料分（件） 手 数 料（円）

本  庁 29,812 2,654 8,943,600

金谷南支所 1,857 0 557,100

金谷北支所 4,285 2 1,285,500

川根支所 1,619 1 485,700

初倉行政サービスセンター 1,876 0 562,800

住 民 票 

六合行政サービスセンター 1,043 1 312,900

本  庁 43 0 12,900 住 民 票 

（広域交付） 金谷南支所 0 0 0
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

金谷北支所 0 0 0
 

川根支所 1 0 300

本  庁 1,604 1,245 481,200

金谷南支所 32 0 9,600

金谷北支所 121 0 36,300
戸 籍 附 票 

川根支所 71 2 21,300

本  庁 773 0 231,900

金谷南支所 53 0 15,900

金谷北支所 121 0 36,300

川根支所 38 0 11,400

初倉行政サービスセンター 10 0 3,000

記載事項証明書 

六合行政サービスセンター 7 0 2,100

閲  覧 

（電算リスト） 
本  庁 505 471 151,500

本  庁 356 3 178,000

金谷南支所 32 0 16,000

金谷北支所 － － －
住 基 カ ー ド 

川根支所 25 0 12,500

計  44,284 4,379 13,367,800

 
(3) 外国人登録 

 ア  外国人登録人員数（各年度３月31日現在）               （単位：人） 

 

 

年度 分 区 

ブ
ラ
ジ
ル 

フ
ィ
リ
ピ
ン 

中
国 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア 

韓
国
又
は
朝
鮮 

ペ
ル
ー 

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン 

そ
の
他 

 
 

計 

島田地区 339 217 190 25 38 51 41 141 1,042

金谷地区 5 25 70 5 7 3 7 7 129

川根地区 3 7 1 1 1 0 0 4 17

21 

年 

度 

計 347 249 261 31 46 54 48 152 1,188

島田地区 339 227 202 26 40 54 42 144 1,074

金谷地区 10 28 63 7 7 3 12 6 136

川根地区 4 7 1 15 1 0 0 4 32

20 

年 

度 

計 353 262 266 48 48 57 54 154 1,242
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

イ  事務取扱件数                          （単位：件） 

登録証明書交付 

区  分 
新規 確認他 

 交付予

 定期間

 指定 

変更 

登録 

原票 

閉鎖 
署名 

家族

事項 

登録 

原票記

載事項

証明書 

その他 計 

本  庁 58 143 187 1,378 134 155 122 785 330 3,292

金谷南支所 18 18 33 126 20 38 15 55 9 332

金谷北支所 － － － － － － － － － －

川根支所 0 5 5 18 16 4 0 18 1 67

計 76 166 225 1,522 170 197 137 858 340 3,691

 

(4) 人口動態 

人口動態取扱状況                             （単位：件） 

年度 区  分 出生 死亡 死産 婚姻 離婚 計 

本  庁 708 798 16 430 149 2,101

金谷南支所 24 129 0 28 6 187

金谷北支所 84 84 2 17 5 192

川根支所 19 86 0 12 2 119

21 

年 

度 

計 835 1,097 18 487 162 2,599

本  庁 746 689 12 443 151 2,041

金谷支所 122 219 1 41 18 401

川根支所 16 71 0 8 0 95

20 

年 

度 
計 884 979 13 492 169 2,537

 

(5) 印鑑登録 

ア  印鑑登録者数   65,245 人 
 

イ  印鑑登録及び証明書交付状況 

区 分 取扱窓口 有料分（件） 無料分（件） 手 数 料（円） 

本  庁 2,297 0 689,100

金谷南支所 162 0 48,600

金谷北支所 316 0 94,800
登 録 

川根支所 107 0 32,100

本  庁 24,113 65 7,233,900

金谷南支所 2,145 5 643,500

金谷北支所 4,474 11 1,342,200

川根支所 1,604 47 481,200

初倉行政サービスセンター 2,881 27 864,300

 証明書 

六合行政サービスセンター 1,135 8 340,500

  計  39,234 163 11,770,200
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(6) その他の証明等 

ア  諸証明等（外国人登録・身分証明・不在籍・不在住証明等）交付状況 

区  分 取扱窓口 有料分（件） 無料分（件） 手 数 料（円）

本  庁 1,744 39 523,650

金谷南支所 110 0 33,000

金谷北支所 148 0 44,400
証   明   書 

川根支所 72 0 21,600

本  庁 561 0 420,750

金谷南支所 173 0 129,750

金谷北支所 － － －
臨時運行許可 

川根支所 41 0 30,750

計  2,849 39 1,203,900

 

イ 窓口土曜日開庁、平日時間延長諸証明交付状況（再掲）     （単位：件） 

年度 区 分 住民票 戸籍 印鑑登録 印鑑証明
記載事項

証  明 

その他

証 明
臨時運行 

許  可 

本 庁 2,188 867 370 2,183 25 678 28

金谷南支所 296 149 55 281 1 7 4

金谷北支所 － － － － － － －

川根支所 45 21 5 45 0 0 1

21 

年 

度 

計 2,529 1,037 430 2,509 26 685 33

本 庁 2,014 887 362 2,071 25 591 18

金谷支所 384 185 72 384 4 9 2

川根支所 49 22 6 30 1 6 0

20 

年 

度 

計 2,447 1,094 440 2,485 30 606 20

※ 窓口土曜日開庁、平日時間延長 

  ・土曜日開庁     午前８時 30 分から正午まで  (本庁及び金谷南支所) 

  ・時間延長（月～金） 午後５時 30 分から午後７時まで(本庁及び金谷南支所) 

午後５時 30 分から午後６時まで(川根支所) 

 

(7) 住民基本台帳ネットワークシステム運用事業 

平成15年８月に第二次稼動した住民基本台帳ネットワークシステムの適正な運用

を図るため必要な業務を委託するとともに、住民基本台帳カードの発行及び公的個

人認証業務を行っている。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
（単位：円) 

事 業 名 事 業 概 要 事 業 費 備 考 

住民基本台帳ネットワークシ

ステム運用支援サービス業務

委託 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 22 年３月 31 日 

【本庁、金

谷南支所及

び 川 根 支

所】 

2,462,250 

(財源内訳） 

一般財源 

2,462,250 

日本電気㈱静岡支社 

契約額  2,462,250 
住民基本台帳ネ

ットワークシス

テム運用事業 

 

住民基本台帳ネットワー

クシステム機器賃借 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 22 年３月 31 日 

【本庁、金

谷南支所及

び 川 根 支

所】 

4,136,100 

(財源内訳) 

一般財源 

4,136,100 

日本電子計算機㈱ 

契約額  4,136,100 

 

 

(8) 戸籍総合情報システム運用事業 

平成15年10月からの、戸籍総合情報システムの稼動により、戸籍記載の処理及び

証明発行事務が迅速になり、事務の効率化、市民サービスの向上につながっている。

また、順次システムの更新を行い、安全性や迅速性等の確保を図っている。 

                                 （単位：円) 

事 業 名 事 業 概 要 事 業 費 備 考 

戸籍総合情報システム

保守点検業務委託 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 22 年３月 31 日 

【本庁】 

2,520,000 

(財源内訳） 

一般財源 

2,520,000 

富士ゼロックスシステ

ムサービス㈱ 

契約額  12,600,000 

(平成 20～25 年度債務

負担) 

戸籍総合情報システム

保守点検業務委託 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 22 年３月 31 日 

【六合行政サー

ビスセンター】 

163,800 

(財源内訳） 

一般財源 

163,800 

富士ゼロックスシステ

ムサービス㈱ 

契約額    819,000 

(平成 20～25 年度債務

負担) 

戸籍総合情報シ

ステム運用事業 

戸籍総合情報システム

保守点検業務委託 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 21 年５月 31 日 

【金谷南、北支

所】 

367,500 

(財源内訳） 

一般財源 

367,500 

富士ゼロックスシステ

ムサービス㈱ 

契約額  11,025,000 

（平成 16～21 年度債務

負担） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

戸籍総合情報システム

保守点検業務委託 

 

履行期間 

平成 21 年６月１日～ 

平成 21 年７月 31 日 

【金谷南、北支

所】 

367,500 

(財源内訳） 

一般財源 

367,500 

富士ゼロックスシステ

ムサービス㈱ 

契約額   367,500 

 

戸籍総合情報システム

保守点検業務委託 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 21 年７月 31 日 

【川根支所】 

642,180 

(財源内訳） 

一般財源 

642,180 

㈱ＳＢＳ情報システム 

契約額  7,104,720 

（平成 18～21 年度債務

負担） 

戸籍総合情報システム 

保守点検業務委託 

 

履行期間 

平成 21 年８月１日～ 

平成 22 年３月 31 日 

【支所】 

2,100,000 

(財源内訳） 

一般財源 

2,100,000 

 

富士ゼロックスシステ

ムサービス㈱ 

契約額  15,750,000 

（平成 21～26 年度債務

負担） 

戸籍総合情報システム

機器賃借 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 22 年３月 31 日 

【本庁】 

5,257,980 

(財源内訳） 

一般財源 

5,257,980 

 

東京センチュリーリー

ス㈱ 

契約額  26,289,900 

（平成 20～25 年度債務

負担） 

 

戸籍総合情報システム

機器賃借 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 22 年３月 31 日 

【六合行政サー

ビスセンター】 

253,260 

(財源内訳） 

一般財源 

253,260 

東京センチュリーリー

ス㈱ 

契約額   1,266,300 

（平成 20～25 年度債務

負担） 

 

戸籍総合情報システム

機器賃借 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 21 年５月 31 日 

【金谷南、北支

所】 

461,096 

(財源内訳） 

一般財源 

461,096 

ＪＡ三井リース㈱静岡

支店 

契約額  13,832,880 

（平成 16～21 年度債務

負担） 

 

戸籍総合情報システム

機器賃借 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 21 年７月 31 日 

【川根支所】 

1,292,340 

(財源内訳) 

一般財源 

1,292,340 

ＮＴＴファイナンス㈱

東海支店 

契約額    12,923,400 

(平成 18～21 年度債務

負担） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

戸籍総合情報システム

機器賃借 

 

履行期間 

平成 21 年８月１日～ 

平成 22 年３月 31 日 

【支所】 

382,032 

(財源内訳） 

一般財源 

382,032 

東京センチュリーリー

ス㈱ 

契約額   2,865,240 

（平成 21～26 年度債務

負担） 

 

戸籍総合情報システム

ソフト使用 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 22 年３月 31 日 

【本庁】 

2,772,000 

(財源内訳） 

一般財源 

2,772,000 

富士ゼロックスシステ

ムサービス㈱ 

契約額  13,860,000 

（平成 20～25 年度債務

負担） 

 

戸籍総合情報システム

ソフト使用 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 22 年３月 31 日 

【六合行政サー

ビスセンター】 

252,000 

(財源内訳） 

一般財源 

252,000 

富士ゼロックスシステ

ムサービス㈱ 

契約額   1,260,000 

（平成 20～25 年度債務

負担） 

戸籍総合情報システム

ソフト使用 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 21 年５月 31 日 

【金谷南、北支

所】 

289,800 

(財源内訳） 

一般財源 

289,800 

富士ゼロックスシステ

ムサービス㈱ 

契約額  8,694,000 

（平成 16～21 年度債務

負担） 

戸籍総合情報システム

ソフト使用 

 

履行期間 

平成 21 年６月１日～ 

平成 21 年７月 31 日 

【金谷南、北支

所】 

289,800 

(財源内訳） 

一般財源 

289,800 

富士ゼロックスシステ

ムサービス㈱ 

契約額   289,800 

戸籍総合情報システム

ソフト使用 

 

履行期間 

平成 21 年４月１日～ 

平成 21 年７月 31 日 

【川根支所】 

504,000 

(財源内訳） 

一般財源 

504,000 

㈱ＳＢＳ情報システム 

契約額    5,040,000 

（平成 18～21 年度債務

負担） 

 

戸籍総合情報システム

ソフト使用 

 

履行期間 

平成 21 年８月１日～ 

平成 22 年３月 31 日 

【支所】 

2,100,000 

(財源内訳） 

一般財源 

2,100,000 

富士ゼロックスシステ

ムサービス㈱ 

契約額  15,750,000 

（平成 21～26 年度債務

負担） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
     ２ パスポート取得奨励事業 

(1)旅券取扱件数                         （単位：件）     

新規申請 
年度 区 分 

５年 10 年 
訂正 増補 紛失 

本庁 1,369 1,900 63 2 22

金谷南支所 198 314 4 0 1

21 

年 

度 
計 1,567 2,214 67 2 23

20 

年 

度 

本庁のみ 

（20 年９月から） 
439 983 42 4 7

 

      (2)パスポート取得奨励金取扱件数                 （単位：件） 

年度 区     分 申     請 交     付 

本庁 3,134 2,840

金谷南支所 508 460
21 

年 

度 
計 3,642 3,300

20 

年 

度 

本庁のみ 

（20 年９月から） 
1,381 1,381

 

４項 選挙費  決算額      １４０，７９５，０７８円 

１目 選挙管理  決算額       ２０，９５０，１３７円 

委員会費 １ 定時登録者の状況                      （単位：人） 

登  録  日 男 女 計 

平成21年６月２日 40,716 43,022 83,738

平成21年９月２日 40,729 43,037 83,766

平成21年12月２日 40,726 43,025 83,751

平成22年３月２日 40,642 42,972 83,614

 

２目 選 挙  決算額          ４１５，５９３円 

啓発費 １ 島田市明るい選挙推進協議会の常時啓発 

(1) 成人式における新成人への啓発用品（名入れシャープペン）の配布、メッセージ

の掲示 

年度 対象者 出席者 出席率

21 1,248人 950人 76.1％ 

20 1,236人 954人 77.2％ 

 

 

 



 

 - 108 -

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(2) 二十歳の誕生日を迎える人へのバースデーカードの発送 

 

 

(3) 市内小中学校にポスターコンクールへの参加呼びかけ 

（応募者全員に記念品配布） 

年度 応募数 提出学校 (小学校) (中学校) （高校） 

21 38人 ６校 ４校 １校 １校 

20 18人 ６校 ３校 ２校 １校 

 

３目  島 田 決算額       ４４，７８７，０８５円 

市長・市議会  １ 選挙執行状況 

議員選挙費     選 挙 名：島田市長・島田市議会議員選挙 

選挙執行日：平成21年５月24日 

選 挙 区：島田市全域 

定   数：市長選挙 １人  市議会議員 23人 

当日有権者：82,720人（男40,174人 女42,546人） 

投 票 率：市長選挙 72.64％ (男71.17％ 女74.04％) 

      市議会議員選挙 72.64％  (男71.17％ 女74.03％) 

２ 事務について 

市長選には定数１に対し３人が、市議選には定数23に対し26人が立候補する激し

い選挙戦であったが、投票から開票にいたるまで大きな混乱はなかった。 

また投票事務に高校生44名を採用して、受付・名簿対照等の事務を行わせ、若年

層への選挙啓発及び選挙執行経費の削減に努めた。 

 

４目 県知事  決算額       ２５，６７２，０１３円 

選挙費 １ 選挙執行状況 

選 挙 名：静岡県知事選挙 

選挙執行日：平成21年７月５日 

選 挙 区：島田市全域 

定   数：１人 

当日有権者：82,786人（男40,196人 女42,590人） 

   投 票 率：66.84％ (男66.76％ 女66.92％) 

２ 事務について 

定数１に対し４人が立候補した選挙であったが、投票から開票まで特に大きな混

乱はなく執行することができた。 

また、投票事務に高校生３名を採用して、受付・名簿対照等の事務を行わせた。 

年度 年間発送合計 男 女 

21 1,048人 507人 541人 

20 1,026人 516人 510人 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
５目 牧之原  決算額         ２４０，９９４円 

畑地総合整備 １ 選挙執行状況 

土地改良区総   選 挙 名：牧之原畑地総合整備土地改良区総代選挙 

代選挙費     選挙執行日：平成21年７月23日 

選 挙 区：島田市、御前崎市、菊川市、牧之原市、掛川市の５市にわたる 

      土地改良区 

定   数：103人 （うち島田市（第１区）は22人） 

投 票 率：無投票 （前回 平成17年 無投票） 

２ 事務について 

 当市が管理市として５つの選挙区のとりまとめをすることになっており、当選証 

書の作成や執行経費の請求を行った。 

 

６目 衆議院  決算額      ２６，１９１，１４１円 

議員選挙費 １ 選挙執行状況 

   選 挙 名：衆議院議員総選挙 

選挙執行日：平成21年８月30日 

選 挙 区：島田市全域 

定   数：小選挙区選出議員選挙 １人 

当日有権者：83,598人（男40,644人 女42,954人） 

投 票 率：小選挙区選出議員選挙 73.90％ (男74.19％ 女73.62％) 

      比例代表選出議員選挙 73.89％ (男74.18％ 女73.61％) 

      最高裁裁判官国民審査 72.73％ (男72.79％ 女72.68％) 

２ 事務について 

小選挙区については定数１に対し３人が立候補しての選挙戦となった。 

また、投票事務に高校生18名を採用して、受付・名簿対照等の事務を行わせ、若年

層への選挙啓発及び選挙執行経費の削減に努めた。 

 

７目 金 谷  決算額         １５７，２２２円 

土地改良区総 １ 選 挙 名：金谷土地改良区総代選挙 

代選挙費       選挙執行日：平成22年３月４日 

選 挙 区：金谷土地改良区(第１区旧金谷町地区、第２区旧五和村地区) 

定   数：小選挙区選出議員選挙 １人 

当日有権者：30人（第１区９人 第２区21人） 

投 票 率：無投票(前回 平成18年 無投票) 

２ 事務について 

当市選挙管理委員会において、当選証書の作成や執行経費の請求を行った。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
８目 参議院  決算額      ２２，３８０，８９３円 

議員選挙費 １ 選挙執行状況 

   選 挙 名：参議院静岡県選出議員補欠選挙 

選挙執行日：平成21年10月25日 

選 挙 区：島田市全域 

定   数：１人 

当日有権者：83,616人(男40,649人 女 42,967人) 

投 票 率：39.94％(男41.76％ 女38.22％) 

２ 事務について 

 参議院静岡県選出議員の欠員に伴う補欠選挙として、定数１に対し４人が立候補し

た選挙であったが、投票から開票まで特に大きな混乱はなく執行することができた。 

 また、投票事務に高校生50名を採用して、受付・名簿対照等の事務を行わせ、若年

層への選挙啓発及び選挙執行経費の削減に努めた。 

 

５項 統計調査費  決算額       １１，３９０，６４１円 

１目  統 計  決算額       １１，３９０，６４１円 

調査費 １  指定統計調査費 

平成21年度では経済センサス－基礎調査、全国消費実態調査、工業統計調査、農林

業センサスの４調査が行われた。 

 工業統計調査は全数調査の年ではなく、前年より規模の小さい調査となった。経済

不況の影響が懸念されたが、実際の調査における影響は一部にとどまり、概ね例年並

みの回収率となった。 

 また、国勢調査が平成22年に行われるため、調査区設定等の準備作業を行った。 

 

平成21年度実施調査                      （単位：人） 

調査の名称 実施期日 調査員 指導員 調査対象 

経済センサス 
平成 21 年

７月 １日
69 ４ 全ての事業所・企業 

全国消費実態

調査 

平成 21 年

９～11 月 
3 1

抽出された世帯 

３調査区×12 世帯 

工業統計調査 
平成 21 年

12 月 31 日
27 1

製造業に属する事業所（21 年

度の調査票配布は４人以上の

事業所のみ） 

農林業センサ

ス 

平成 22 年

２月 １日
186 12 全ての農林業経営体 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
６項 監査委員費  決算額      ４３，５９６，０８４円 

１目 監 査  決算額      ４３，５９６，０８４円 

委員費 １ 監査事務費 

地方自治法及び地方公営企業法に基づき各種監査等を実施した。 

定期監査については、各課等に資料の提出を求め、財務に関する事務の執行及び経

営に係る事業の管理について実施した。 

工事監査については、外部の専門機関に技術的調査を委託して、（仮称）五和地域

交流センター建設工事に係る監査を実施した。 
財政援助団体等に対する監査は、当該財政的援助に係る出納その他の事務の執行が

適正かつ効率的に行われているかを主眼に実施した。 

例月現金出納検査は、市長所管及び収入役、会計管理者の権限に属する現金の出納

及びその保管状況について、適正な処理がなされているかを検査するとともに市税及

び国民健康保険税の収入状況についても検査した。 

決算審査については、市長から審査に付された決算書及び附属書類により、計数の

確認、予算の執行又は事業の経営が適正かつ効率的に行われているかを主眼として実

施し、併せて基金の運用状況の審査を実施し、審査意見を市長へ提出した。 

財政の健全性に関する比率の審査については、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律で定められた健全化判断比率及び資金不足比率が正確に算定されているか、及

び比率の算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかに主

眼を置き審査を行った。 

各監査、検査については、法に基づいて報告及び公表を行った。 

 

監査等実施状況 

区  分 実施期間 対象期間 対  象 結果報告年月日 

学校等31施設 平成21.11.17

教育部 

スポーツ文化部 

支所 

市民福祉部 

島田市民病院 

環境経済部 

農業委員会事務局 

平成22.２.22

定 期 監 査 
平成21.９.25 

～22.２.19
平成21年度

総務部 

選挙管理委員会事

務局 

出納室 

議会事務局 

消防本部 

企画部 

建設部 

平成22.５.31
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

工 事 監 査 
平成 22.１.13

   ～１.14 
平成21年度

管財課 

（仮称）五和地域

交流センター建設

工事 

平成 22.５.31 

財 政 援 助 

団 体 等 監 査 
平成 21.11.11 平成20年度

(商工課) 

（社）島田市シル

バー人材センター 

平成 22.２.22 

例 月 現 金 

出 納 検 査 

平成21.４月 

～22.３月
毎月分 各種会計 

平成21.５.８

～22.３.31

平成21.５.22 

   ～21.８.５ 
企業会計 

決 算 審 査 
平成21.６.24 

～21.８.５

平成20年度
一般会計 

特別会計 

平成21.８.21

財政の健全性

に関する比率

の審査 

平成21.７.31 

～21.８.17
平成20年度

財政課 

水道課 

下水道課 

島田市民病院 

平成 21.８.21

 

 

７項   交通安全対策費 決算額      ３１８，３１５，３７７円 

１目  交通安全  決算額       １９，６５２，８８２円 

指導費  １ 交通安全対策事業 

 (1) 交通安全推進事業 

「安全は 自ら うちから 地域から」をスローガンに、高齢者、子ども及び自転車

の交通事故防止等を交通安全運動推進の重点目標として交通事故総量削減に努めた。   

各季の交通安全運動においては、参加・体験型の交通安全事業を取り入れ、積極

的に展開した。また、地域に出向き交通安全教室等を開催し、高齢者等の交通安全

意識の普及浸透に努めた。 

ア 交通安全運動実施状況 

区 分 事 業 内 容 備 考 

・早朝街頭広報 拠点６か所ほか 

・新入学児童通学バック贈呈 川根小新入学児童21名 

・新入学児童下校指導 金谷小、島田第一小 

・交通事故死ゼロを目指す日街頭広報 拠点６か所 

・飲酒運転根絶・反射材着用推進広報 島田駅周辺の飲食店等 

・新入学児童・保護者交通安全教室 大津小83名 

春の全国交通 

安全運動 

４月６日～15日 

・オールシートセーフティ作戦 島田駅前 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

伊太和里の湯 
・シートベルト着用推進広報 

シートベルトコンビンサー等 

・夏の交通安全県民運動出発式 
市役所ロビー、交通安全宣

言 

・早朝街頭広報 拠点６か所ほか 

・自転車マナー向上街頭指導 
高校生対象に中溝町・七丁

目 

・高齢者交通安全講習会 金谷代官町・金谷泉町 

・飲酒運転根絶の日広報 島田金谷地区飲食店等 

夏の交通安全 

県民運動 

７月 11 日～20 日 

・早朝自転車カルガモ作戦 高校生対象に実施 

・早朝街頭広報 拠点６か所ほか 

・高齢者交通安全講習会 中央第三自治会高齢者 

・交通安全講習会 六合地区自治会 

・飲酒運転根絶の日広報 相賀・神座・伊久美地区 

・交通事故死ゼロを目指す日街頭広報 拠点６か所20名（雨天） 

秋の全国交通 

安全運動 

９月 21 日～30 日 

・オールシートセーフティ作戦 ふれあいの湯 

・早朝街頭広報 拠点６か所ほか 

・高齢者交通安全講習会 大津高齢者学級 

・交通安全講習会 稲荷町自治会 

・自転車カルガモ作戦 市内５高校近隣交差点 

・飲酒運転根絶の日広報 六合地区飲食店等 

・トワイライト作戦街頭広報 本通で街頭広報 

年末の交通安全

県民運動 

12月15日～31日 

・トワイライトピカットとスクールしまだ 大型車両の内輪差実験等 

 

イ 交通事故死ゼロを目指す日の事業実施状況 

月 日 事 業 内 容 備 考 

４月 10 日 朝の街頭広報 拠点６か所 

９月 30 日 朝の街頭広報 拠点６か所 

９月 30 日 自転車事故防止街頭広報 金谷小交差点 

 

 ウ 交通死亡事故多発警報発令に伴う緊急対策 

 市内において交通死亡事故が連続発生した（12 月２日・４日）ため、事故抑止対

策を実施した。【期間：12 月７日～16 日】 

実施した活動 実 施 内 容 

街頭広報 主要交差点６か所でのぼり旗による早朝街頭広報 

立看板設置 市役所玄関口他７か所 

啓発チラシ広報 自治推進員連絡会議、講習会等で配布 

のぼり旗設置 御仮屋交差点付近へ設置 

車両広報 多発警報発令の周知と事故防止の呼びかけ 

同報無線広報 ８日～14 日 多発警報発令の周知と事故防止の呼びかけ 

ＦＭ島田広報 ９日～14 日 多発警報発令の周知と事故防止の呼びかけ 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
エ 島田市における交通事故発生状況 （１月１日から 12 月 31 日まで） 

 事故件数(件) 死者数(人) 負傷者数(人) 

平成21年 750 7 969 

平成20年 766 4 973 

 

 (2) 交通指導員活動経費 

 児童生徒の通学時における交通安全を図るため、毎朝の登校指導を中心に 51 名 

が活動している。 

 その他、各小学校で開催される交通安全リーダーと父母と語る会への参加、交通

安全運動などにおける活動への協力、市が開催するイベントでの交通安全指導など

を行い、子どもを始めとして市民の交通安全に寄与した。 

 

２  放置自転車対策事業 

島田駅周辺の放置規制区域内においては、毎日の確認作業及び撤去作業を（社）島

田市シルバー人材センターに委託して行った。島田駅周辺の放置自転車は前年度に比

べて減少したが、今後も引き続き広報紙等による周知に努める。 

六合駅前自転車等駐車場及び金谷駅南駐輪場においても、(社)島田市シルバー人材

センターに委託し、休日を除いて整理指導を実施した。また、月１回、駐輪場内の放

置自転車等を撤去し、維持管理に努めた。 

 ・放置自転車等の処理状況                （単位：台） 

 
島田駅周辺規

制区域内 

六合駅前自転

車等駐車場内 

金谷駅南駐輪

場内 
合 計 

撤去 135 123 6 264

返還 78 22 1 101

処分 55 74 9 138

払下 5 14 1 20

平

成

21

年

度 
提供 0 1 2 3

撤去 172 111 13 296

返還 108 31 0 139

処分 68 108 7 183

払下 3 14 1 18

平

成

20

年

度 
提供 1 1 0 2

 ・保管料収入 自転車 97 台×1,000 円＝97,000 円 

  ※全返還台数 101 台中４台は被害届が提出されていたため保管料は徴収しない。 

 ・リサイクル事業収入 20 台×1,000 円＝20,000 円 

 ・委託料              （単位：円） 

島田駅周辺放置自転車対策業務 2,443,218

六合駅周辺放置自転車対策業務 835,590

金谷駅周辺放置自転車対策業務 218,334

合  計 3,497,142
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２目 交通安全  決算額       ２４，４１６，３９６円 

施設費   １ 交通安全施設整備事業 

交通事故の発生が危惧される道路、その他緊急に交通の安全を確保する必要がある

道路の交通安全施設等を整備することにより、自転車、歩行者及び通行車両の交通環

境の改善に努めた。 

(1) 交通安全施設整備事業                                      (単位：円) 

名  称 工 事 件 数 事 業 の 概 要 事 業 費 

修繕料 五丁目南町線他道路反射鏡修繕工事 

   他36件 

区画線、防護柵、反射 

鏡、照明灯塗替等修繕 

9,973,646

施設建設工事費 道路区画線設置工事 

   他９件 

区画線    9,554.9ｍ 

防護柵     333.8ｍ 

反射鏡     17基 

10,981,950

 

(2) 空港隣接地域振興事業（県補助事業）             (単位：円) 

事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 備     考 

交通安全施設整備工事 

 転落防止柵   L=42ｍ 

 転落防止柵基礎 L=24ｍ 

 区画線     L=356ｍ

3,460,800 工事請負費      3,460,800

㈱畠山組 

空港隣接地域交通 

安全施設整備事業 

 

計 

3,460,800

(財源内訳) 

県支出金 

1,153,000

一般財源 

2,307,800

工事請負費      3,460,800

 

 

 

 

 

 

３目 バス交通 決算額      ２５１，０１４，２２９円 

対策費  １ バス交通対策費 

(1) バス路線運行維持助成経費 

市民の生活交通確保等のため、赤字路線に対し補助を行い、バス路線を確保した。 

路線名 区 間 補助金額(円) 

島田市内線 市内循環 8,081,000

萩間線 金谷駅前・金谷小学校～島田市・菊川市境 4,234,403

勝間田線 金谷駅前・金谷小学校～島田市・牧之原市境 4,357,966

島田学園線 島田駅前～島田学園 49,756

金谷島田病院線 金谷駅前～東町～島田駅前～島田市民病院 1,886,211

初倉線 島田駅前～旭町～井口～島田市・吉田町境 1,458,782

合   計 20,068,118

 ※平成 20 年度運行分に対して平成 21 年度に補助した金額 

  初倉線は平成 20 年 10 月から平成 21 年９月までの期間が対象 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(2) コミュニティバス運行管理経費 

 ア  運行委託 

路線名 委託料(円) 委託先 

伊久身線・相賀線・湯日線・大津線 

田代の郷温泉線 
191,100,000 しずてつジャストライン㈱ 

大代線・夢づくり会館線 

菊川神谷城線 
15,731,100 日本総合サービス㈱静岡支店

六合南線（コミュニティタクシー） 3,920,400 ㈲平和タクシー 

島田駅東線（コミュニティタクシー） 3,920,400
島田タクシー㈲ 

㈱大鉄アドバンス 

六合北線（コミュニティタクシー） 2,613,600
島田タクシー㈲ 

㈱大鉄アドバンス 

笹間渡笹間線 8,811,180 武州総合サービス㈱ 

合 計 226,096,680  

 

イ 利用者数 

路線名 区  間 
21 年度 

（人） 

20 年度

(人) 

伊久身線 島田駅～御堂沢 134,517 138,126

相賀線 島田駅～上相賀 82,256 92,591

湯日線 六合駅～本村 44,201 45,006

大津線 六合駅～天徳寺 62,808 67,013

田代の郷温泉線（島田地区） 島田駅～稲荷町～伊太和里の湯 29,714 ― 

田代の郷温泉線（金谷地区） 金谷駅～向谷元町～伊太和里の湯 11,283 ― 

大代線 栗島公民館～夢づくり会館 976 1,249

夢づくり会館線 夢づくり会館～金谷駅前 17,500 21,085

菊川神谷城線 金谷駅前～お茶の郷～金谷駅前 7,202 7,670

六合南線 六合駅～さくら入口～六合駅 3,514 4,115

島田駅東線 島田駅南口～御仮屋町～島田駅北口 1,771 ― 

六合北線 六合駅～岸町～六合駅 293 ― 

笹間渡笹間線 
家山駅前～デイサービスセンター前～ 

村上～日掛 
11,044 11,852

合   計 407,079 388,707
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

島田地区コミュニティバス利用者数の推移

81,911人
87,538人 86,556人

60,124人
63,921人 66,028人 67,013人

62,808人

43,784人 46,291人 45,819人 45,006人 44,201人

3,548人 4,281人 4,115人 3,514人

130,312人
125,795人
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131,302人
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82,256人
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金谷地区コミュニティバス利用者数の推移
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21,085人

17,500人
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6,268人

7,568人 7,670人 7,202人

976人1,385人 1,249人1,396人1,315人

0人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人

25,000人

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

夢づくり会館線 菊川神谷城線 大代線

 

 



 

 - 118 -
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川根地区コミュニティバス利用者数の推移
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ウ コミュニティバス乗り継ぎタクシー 

島田市民病院へ通院する方の利便性を向上させるため、相賀線はなみずきバス

停と市民病院間のタクシーによる移送を行った。 

 

 

 

 

エ 川根川口間試行運行（参考） 

川根地区と川口（コミュニティバス伊久身線「山の家」バス停）の間で、試行

としてワンボックスカー２台による移送を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 平成 21 年度(人) 平成 20 年度(人) 

はなみずきバス停→市民病院 2,721 2,706

市民病院→はなみずきバス停 673 626

平成 21 年度 平成 20 年度 
区 分 

乗車（人） 降車（人） 乗車（人） 降車（人）

川根庁舎前 2,507 1,828 1,724 1,303

川根温泉前 3,138 3,476 2,587 2,993

高木医院前 109 83 ― ― 

デイサービスセンター 290 228 316 277

渡島 67 471 ― ― 

鍋島 836 645 625 563

山の家 5,641 5,857 4,216 4,332

計 12,588 9,468 
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 ４目 自転車等  決算額       ２３，２３１，８７０円 

駐車場費 １  自転車等駐車場管理運営費 

島田駅北口自転車等駐車場の１日あたりの平均利用状況は、合計で前年度に比べ10

台、0.9％の減となった。 

 ・島田駅北口自転車等駐車場 
   １日あたり平均利用状況                （単位：台、％） 

定期利用 一時利用 

自転車 原付 区分 

学生 一般 学生 一般 
自転車 原付 

計 
利用率

（％）

21年度 563 207 25 44 82 10 931 81.8 

20年度 556 214 28 44 89 10 941 82.7 

 ※収容可能台数 自転車 1,050 台、原付 88 台、合計 1,138 台 

 

島田駅北口自転車等駐車場1日あたり平均利用状況の推移（定期利用）

224台 214台 207台

25台

46台 45台 44台 44台 44台

563台563台

556台525台

670台

161台 213台

28台27台17台17台
0台

100台

200台

300台

400台

500台

600台

700台

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

自転車（学生） 自転車（一般） 原付（学生） 原付（一般）
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島田駅北口自転車等駐車場1日あたり平均利用状況の推移（一時利用）
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 ・島田駅南口自転車等駐車場 
   １日あたり平均利用状況                （単位：台、％） 

定期利用 一時利用 

自転車 原付 区分 

学生 一般 学生 一般 
自転車 原付 

計 
利用率

（％）

21年度 5 11 0 1 10 0 27 27.0 

 ※収容可能台数 自転車 70 台、原付 30 台、合計 100 台 

 

 ・業務委託（北口・南口共通） 

業 務 名 島田駅自転車等駐車場管理委託 

業務概要 

1.駐車場の管理及び指導 

2.定期利用券購入者の受付及び定期利用券購入カードの発行 

3.駐車場の売上金と釣銭の確認及び処理 

4.保管自転車等の掲示板への掲載及び保管自転車等の返還 等 

委 託 先 （社）島田市シルバー人材センター 

委 託 料  16,774,468 円 

 

 ・島田駅自転車等駐車場収支（北口・南口合算） 

  歳 入                     （単位：円） 

自転車等駐車場使用料 28,740,500 

行政財産使用料（自動販売機・電柱・公衆電話） 25,760 

総務雑入（自動販売機電気料） 33,698 

計 ① 28,799,958 
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 歳 出                     （単位：円） 

施設管理委託料 16,774,468 

警備及び消防設備保守点検委託料 415,380 

機械器具使用料 3,580,788 

一般管理運営費 2,461,234 

計 ② 23,231,870 

  収 支                     （単位：円） 

収 支③（①－②） 5,568,088 

平成 21 年度起債元利償還金額 ④ 9,604,329 

総収支⑤（③－④） △4,036,241 
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